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価格，利潤率の直接規制と企業行動bよび

その厚生効果

一一展望と問題提起←ー

1 (327) 

小林好宏

1.序論

本稿は，独占的な企業の行動の結果もたらされる市場成果一一価格や利潤

率に対して，政府機関が直接的に規制を加えた場合に生ずる効果と，このよ

うな規制の問題点についてこれまで論じられてきた議論を整理し，理論的に

考察を加えようとするものであるO

独占あるいは寡占による厚生的損失を防ぐための公共政策には，大きく分

けて二つあるO 第 lは競争維持政策であり，第2は，価絡や利j閏率に対する

直接規制である。この二つの政策は，本来的に異なる性格をもっ。競争維持

政策は，あくまでも企業活動の自由を前提にして，公正な取引活動を保障す

るように市場を競争的に保つことがねらいであるのに対し，直接規制は，公

共機関が私企業の活動に対して直接介入するものであるから，本来的に自由

競争の原則と相容れない性格をもっている。しかし，このような直接規制が

とられるということは，大企業体制が一般化し，独占禁止政策では事実上独

占を禁止することができないような場合に，市場構造の独占的性格は認めた

上でその結果生ずる成果の上でのマイナスを少しでも抑制しようとするとこ

ろに主なねらいがある。したがって，このような直接規制は，電力，ガスの

ような事実上地域的独占であることを容認せざるをえない公益事業に対し

て，価格や利潤率に対する規制として行なわれることになる。本稿でとりあ

げる種々の議論は，このような公益事業の利潤率の規制をめぐって生じたも
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のである。

利潤率の規制のもとで生ずる企業行動と経済効果についての議論は，アパ

ーチとジョンソンによって提起された。これは，政府機関によって収益率を

制約されながら，なおかつ利潤極大化を追求する独占企業の理論を展開した

ものである。この場合，収益率は市場a利子率より高く，規制を受けない場合

の最大可能な利潤率(通常の独占企業の利潤率〉より低いことが想定されて

いる。そこで，アパーチとジョンソンは，次のように結論している。利潤率

について規制を受けた場合，1) 企業は限界要素代替率と要素価格比率を等 吋l

しく Lないという意味で，その選択する生産水準のもとでのコストを極小に

しなし、。し、し、かえれば最適な要素投入比率を選択しない。 2) 企業は，たと

え長期的に損失があるような場合でも敢えて，他の市場へ参入しようとす

る。(もちろん，各市場ごとの収益率を分けた場合のことで， トータルした

その企業の収益率は市場利子率を上回っていることはし、うまでもなし、。)1) 

は，企業の内部において非効率的であることを意味している。しかし，巨視

的にみて，社会的な厚生の観点からプラスになるかもしれなし、。そのような

厚生効果の観点で、の問題へと展開される可能性をもっている。 2) は，企業

が新産業ヘエントリーする場合の一つの動機を意味しており，特に多角化し

つつ他産業へ参入して行く企業行動を説明する議論へと展開される。

このような規制を行なう場合の根拠は，競争市場のもとでの均衡利潤率を

上回る利潤はなんらかの意味で不公正であって，それをできるだけ公正な水

準におさえるべきだという点にある。 このような利潤率を公正利潤率 fair

rate of returnと呼んでいる。この議論の前提はイ)独占的企業を扱ってい

る，ロ〉その企業は私企業であるから利潤極大を行動目標にしている，とい

うことである。

さて，一方で企業の利潤極大化行動を許容しつつ，他方では利i閏率につい

て fairな水準を課するという一見矛盾した政策の結果， 個別企業的には，

コストを極小にしないとし、う意味で非効率性をもたらした。しかし，企業が

もし利潤極大ではなく， ZJIjな行動目標にしたがったならどうか，という問題
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が生ずるだろう。たとえば今日，大企業の価格政策としてよく知られる目標

収益率達成のための価格政策 targetreturn pricingをとったならば， どう

なるであろうか。この場合，目標投資収益率がなんらかの根拠で与えられて

おり，その収益率を達成するような価格政策ということであるから，この価格

設定方式において，問題になるのは，その目標投資収益率の根拠である。そ

れは当然市場:利子率より高いであろうが，おそらく最大可能な利潤率以下で

あって，両者の中間のいず

由は，もし利潤率が高過ぎるなら，他企業の参入を誘発するかもしれないこ

と，あまりに高利潤率であれば世論の批判が大きいこと，計画はひかえめに

しておいて wind-fallgainを期待した方が賢明であること，などさまざま

の理由が考えられる。これらは，それなりに理論的に展開されている。それ

らの議論(たとえば参入阻止価格の理論など〉はしばらく措くとして，もし

目標投資収益率を，公的に規制するとしたなら，それは，やはり公正利潤率

といったものであろう。だが，その場合，どのような水準が公正か，という

問題は残るのであって，そのことの根拠づけは依然、として不明確である。ア

ノミーチとジョンソンの議論は，公正利潤率の内容を論じたものではなく，公

的規制がもたらす効果を論じている。

しかしながらこの議論は種々応用可能性をもっでいる。その主なものは次

の如くである。すなわち，第 1に，税制にせよ，価格規制にせよ，参入の可

能性にせよ，一般的に外的な制約のもとでの独占企業の行動分析に応用され

る。第2に，そのような規制あるいは制約の厚生効果の問題に応用される。

すなわち，一方は企業行動論に，もう一方は厚生経済学の問題に展開されて

行くだろう。本稿では，これらの問題を念頭にいれながら，アパーチ・ジョ

ンソンモデ、ルと，それにつづく議論を展望し，公的規制の効果の問題につい

て考察をすすめる。

1) 市場成果に直接介入する政策の例としては，所得政策が挙げられる。たとえばコ

ストプッシュインフレーションに対する対策として，大企業の管理価格や労組の
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過大な賃上げがその原因とみられる場合に，独禁政策によってインフレを抑制し

ようとするのと，所得政策によって対処しようとするのとでは，根本的に異なっ

ている。前者は市場機構を阻害するものを抑制しようとするのに対し，後者は市

場機構に直接介入する。政策論としてみるならば，いずれがより有効で望ましい

成果をもたらすかということが比較検討されねばならなし、。

2) したがって，直接規制に対しては，規制される企業の側から営業の自由を犯すも

のという批判も生じてくるだろう。

3) H. Averch and L.L. J口hnson.“Behaviorof the Firm under Regulatory Cons-

traint，" American Economic Review， Dec.， 1962. 

4) 利潤率の水準について規制を受けた場合，その利潤率は当該企業がかかわりをも

つ各々の市場ごとの利潤率ではなく，オーノレオーバーな利潤率である。したがっ

てある市場では超過利潤があっても，他の市場では損失があれば，その企業は規

制を受けた利潤率の範囲内で操業をしていることになる。しかし，問題は市場成

果であって企業成果ではなし、。超過利潤が持続的に維持されても，損失が持続し

ても，市場成果としては望ましくないのである。

5) fairの判断基準は論理的にむずかしい。結局，社会的にみて fairと思われる水

準に規制jしようとするわけであるが，その背後には分配の公平という考え方があ

る。しかL，その意味でのおlrnessは，すでに競争市場ならば限界生産力説で

与えられている。問題は独占企業であるから，その fairnessに対して社会的判

断を加えねばならないことにある。

6) たとえば参入阻止価格論についていえば潜在的競争者の参入の可能性が，既存企

業にとって一つの制約条件を形成しているのであり，既存企業は，その制約条件

のもとで，利潤を最大にするように行動すると考えられる。

2. アパーチ・ジョンソンモデルの構造

最初にアパーチとジョンソンのモデ/レの構造を展望する。彼等は，単一の

同質的な生産物を生産する独占企業を考える。

(2-1) q=q(K，L) K三三 Q，Lと O

21>O 22->O dK /' v ， dL 

q(Q，L)=q(K，Q)=Q 

(2-1 )式は生産関数である。 qは産出量， K， Lはそれぞれ資本と労働

で，いずれも限界生産力は正，生産のためには，両方のインプットが必要で
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ある。

逆需要関数 inversedemand functionは次のように示される。

(2-2) P=P(q) (P…-価格〉

P' (q)< 0 

利潤は次のように定義される。

(2 - 3) 17 =Pq-iK-wL 

iは利子率 wは賃金率で、あり， 17は純利潤である。これらの要素価格は，

要素投入量のいかなる水準においても一定である。 Kは設備の物量単位を示

している。そこで公的に規制される利潤率を sとする。 5は公正利潤率 fair

rate of returnあるいは社会的に許容される利潤率 al10wablerate of ret-

urnである。この場合の利潤には，もちろん支払利子を含んでいる。他方，

企業は利潤極大を目的にしているが、その目標とするところは、可変費用(こ

の場合はwL)の他に，資本費用iK(減価償却は捨象する〉を除いた純利潤

である。

かくて，制約条件は次のようになる。

(2-4) Pq-wL...--o 
K 

又は，

(2-5) Pq-sK-wL三O

sくiなら，許容される利潤率が資本コストを下回るから，企業はその市場

から退出することになる。 (2-3)式と(2-5)式からもし K>O なら

Pqー iK-wL=Pq-sK+(s-i)K-wL

三二(s-i)K<0 

ということになる。少なくとも，許容される利潤率は iを上回っていなけれ

ばならなし、。

問題は， (5)の制約条件のもとで(3)の純利潤πを極大化することである Q ラ

グランジュ方程式を次のように定義する。

(2 -6) L(K，L，A)=Pq-iK-wL-，l(Pq-sK-wL) 
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Aはラグランジュ乗数である。

このラグランジュ乗数式を解くのに，キューンタッカーの条件が用いられ

る。最適解K，L，Aのもとでのキューンタッカーの必要条件は次のようにな

る。

dP つ円
(2 -7.1) 二三(1 め [P十qIE〕吾首了十AS，K二三O

(2-7.2) 凶 1-A)町名〕長+札叫ば=0

dP コn
(2-7.3) (1-A)w三三(1ーめ [P十qIE〕3t，L三三O

(2一7.4) (l-A)w>(lーの[P十4〕jtimpliesト 0
(2-7.5) Pq-sK-wL豆o A二三O

(2ー7.6) Pq -wL<sK implies A = 0 

最適解は，この必要条件を充たすようなK，L， Aを求めることによって得ら

れるわけであるが，この必要条件式から，アパーチとジョ γソンは，要素価

格比率と限界代替率が不一致であるという意味で非効率的になることを示す

のである。

アパーチとジョンソンの説明は次の如くである。 A>Oの場=合(2-7.1) 

から sの;場合にのみ (ifand only if) A = 1であることは明らかであ

る。 A= 1なら =sである。したがって(2ー7.5)を充たすK，Lが解であ

る。さて， s> iがこの式の前提であったが， s> iの場合， 0三三A<lであ
るというのが，アパーチとジョンソンの Aの範囲に関する結論である。 (2

-7.6)から sが十分に大きいと A= 0となる。これはし、し、かえれば sが非

常に大きし場合， K(s-i)が命IJ約されない独占の利潤を超過する。その結

果規制が有効で、なくなることを意味する。そこで sを大きい値から 1に徐々

に近づ、けたとする。 iは徐々に変化する o s> iであるから Aキ1。それ
故必然的にo<A< 1である。つまり ，A = 1とA= 0とを限界として両方

の中間にあるというのがその説明である O 規制をうけない場合の独占におい
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ては，限界条件 marginalconditionsは，

dP ~ elq 
i =[P+q '::~ J一一一dq ~ elK 

(2-8 ) 

である。

dP ~ elq 
w= [P+q '::~ ]一一dq ~ elL 

有効な規制のある独占 (A> 0)の場合， (2ー7.3)と(2-8)はw=[P十
dP コ円
q-:;て一〕ーユとなることがわかる これと対照的に(2-7.1)と(2-8)は，da..J dL L-/d-.，'<:>) '-- <--IJ-/J/I.J"""， O 

dP ~ elq 1 "-_'" ~ 1 ->-_-
Kに関して i> [P + q d~ ] ~K となることを不す。すなわち，資本コスト

が限界価値生産物をこえるまでKが投入されることを意味する。 (2一7.1)

と(2-7.3)から，もし等号が成り立っているなら，要素の限界代替率は

(2-9 ) 

である。

であるから，

( 2-10) 

dLi  A (s-i) 

dK - w (1ーA) w 

A (s-i) 
一一一←一一一一一一 >O，A>O，s>i
(1-，1) 

dL / 
---<  --
dK¥W 

となる。すなわち，限界代替率と要素価格比率は不一致であり，非効率的で

あることを意味する。この状態は，過大資本を意、味しており，規制があると

企業は資本を労働に代替することによって適応することを意味している。規

制の結果資本は過大になるが，産出量もまた最適水準よりは増大している。

7) H. Averch日ndL.L. Johnson，“Behavior of the Firm under Regulatory Con-

straint，" American Economic Review， Dec.， 1962 

8) 公的機関によって規制されるのは利潤率で、あって利潤量ではないということに注

意しなければならない。

9) 充分条件は，関数がコンケープであるということである。

10) H. Averch and L.L. Johnsol1， op. cit. PP目 1055-56
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3. アパーチ・ジョンソンモデ、ノレのもう一つの結論一一一他産業へ

の参入一一ー

アパーチとジョンソンのもう一つの結論は次の如くである。すなわち，利

潤率について制約を受けた場合に，企業は損失があったとしても他の市場へ

参入する，ということである。その理由は次の如くである。規制当局は，当

該企業が関わりをもっ全市場をこみにしてその企業の収益率に対して公正利

潤率の基準を適用するのであって，個々の市場(製品〉ごとに利潤率を計算

して規制を加えるわけではなし、。そうすると，企業はある産業で過大な利潤

を得町ていたにしても，他の儲からない産業へ参入することによって，全体と

しての企業の利潤率を規制の枠内におさめることになる。

ここで、新たに進出する市場をセカンドマーケットと呼ぶことにする。規制

は利潤量ではなく利潤率に対して加えられる。したがってセカンドマーケッ

トへの進出は利潤量を増加させる。すなわち 1財モデルで、考えた場合 s

の規制を加えることによってKを増加させるのであるが， 矛IJ潤量 sK は増

加することが示された。この場合，増加した.dKが， セカンドマーケットへ

の進出にあたると考えることもできる。ここで注目すべきことはセカンドマ

ーケットへ進出している寡占企業は，競争的企業以上に利益をあげていると

いうことである。すなわち寡占企業は，セカンドマーケットで損失をもたら

しながら操業する余裕がある。他方，競争的企業にはその余裕はない。こう

いう状況のもとでは，低コストの生産者をセカンドマーケットから駆逐する

こともできる。

いま，第1市場(もとの市場〉では規制を受けない独占者として行動し，

第2市場では最適な生産活動をしながら超過利潤がゼロであって，全体を合

計すると，規制を受けた利潤率の範囲内におさまるというケースを考えよ

う。第1市場には添字 1，第2市場には添字2を付する。第2市場では超過

矛!J潤ゼロであるから，

(3-1) Pzqz一iKz-wLz=0 
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日市場に関する制約は次のようになる。

ZPiqi-S Zii-W ZLi三三Oワ山η
J
 

第 1市場においては‘

P1ql-sK1-wL1=m， m>O 

もしその企業が第 1市場のみで操業しているとしたならば， (3-2) mは，

しかし企式の制約を犯したであろうところの制約をこえる超過利潤である。

業は第2市場で超過利潤のない状態のもとで生産を拡張する。

P2q2 -SK2 -WL2 =-m 

全体として， m=Oとなり，収益率は sである。この議論は，仮に第2市場

で損失があっても第1市場で:'(s-i)K1が，第2市場での損失を上回っている

(3-4 ) 

[浪り第2市場での操業をつづけることを意味している。

このようなアバーチとジョンソンの議論は様々な方向に展開されるさて，

たとえば税制上の規制にしろ，利潤率への直接規制にし可能性があるが，

このような規制を加えた場合，企業が損失を承知で、他産業へ参入する動

これは利潤率とし、う企業ベースの指標

と，市場ごとの独占および独占的超過矛IJ潤とのずれに依存ずる。規制がもし

ろ，

機が作用することを説明している。

当該企業がかかわりをもっ各市場-ごとの獲得された利潤に向けられるとすれ

しかしそれは技術的に困難である。

これは価格切下げをやって競争者を追い出ししかるのちに価格を引上げるj京奪

的価格引下げ、とは異なる。

ばもちろんこのような参入は生じない。

11) 

もっと簡単な幾何学的手

図解による説明

ザジャックはアパーチとジョンソンのモデルを，

しかも本質的に重要な点を示している。生産関数はq=q(K，L)で

4， 

法で，

I!=.Pq一(iK+wL)

したがってEもまたKとLの関数として示すことができる。 K，であった。



10 (336) 経済学研究第23巻第3号

L平面に垂直にH軸をとると ，ll=ll(K，L)はK，L平面上に山型のかたち

で描ける。しかも単一のピークをもっ。ザ、ジャックはそれを利潤の丘 profit

Pq-wL 
hillと名付ける。規制は 壬日であり，万三三(sーi)Kとも書けるO

K 

II =( sーi)Kが，許容された利潤率のもとでの純利潤水準を示している。

もちろん sが与えられておりが一定であるから，この場合のEはKと比

例的に動く。 1l=( s -i)Kは第 1図に制約平面として示されている。 これ

は， L軸をちょうつがし、にしてK，L平田上を上下に動くドアのように示さ

れる。制約平面のK，L平回附する勾配は主=(s寸に等Lい。 s

をどう与えるかによって，このドア(制約平面〉のひらき(勾配〉が決ま

る。

v

表rト
め
秒

の

l
i

千
泌
が

抑
制
制

/

/

/

/

制作サゴ千&c

.;...¥Z 

第 1図

II .. _ _ 
この制約平面とプロフィットヒノレの交点ではーーすなわちは(s-i)はー

K 

定であるが，この平面上で、利潤が最大になるのは明らかにプロフィットヒル
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と制約平面の交点のうちでKが最大になるところである。交点の外側ではプ

ロフィットヒルは制約面以下であるし，交点の内側ではヒノレが制約国をこえ

ている(すなわち(s -i)を越えている)から制約を犯している。

iが一定とし寸前提のもとで(資本ストックのいかなる水準においても資

本コストは一定)，利潤率の制約があった場合，純利潤量を最大にするのは

Kが最大の場合であるということはほとんど自明である。次の問題はこのk

max点で企業が過大な資本で非効率的に操業していることを示すことである。

一定の産出量のもとで，最も効率的な生産はコストを最小にするような資本

と労働の結合比率においてもたらされる。同様に， P=P(q)から，同ーの産

出量水準のもとでは，収入は一定であるから，コストミニマムということ

は，利潤極大ということである。効率的な資本労働の組み合わせは， K， L 

平面上の効率曲線(限界代替率=要素価格比率となるK，Lの組み合わせの

軌跡〉上にある。したがってJImax (i極大利潤〉となるKとLの組み合わせ

は，当然効率曲線上にある。 JImaxは，各産出量水準での利潤極大(ヨスト

最小〉点の中の最高の組み合わせを示す。

L 側弁勺曲14衆

/ 
し

O 

(a) 

有効投除

等量此侠

K 

第2図

有効経F各

等量的I線

う}仁

(b) 

第2図vi，制約平面とプロフィットヒノレの交点をK，L平面土に投影した

ものである。 これはザジャックによって制約曲線 cOIlstraintcurveと呼ば

れている。第2図の斜線をヲ!¥，、た部分は，矛Ij潤率が制約利潤率 sを越えてい
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る範囲であるo IImax点は斜線でかこまれた範囲の中の効率曲線上にある。

ところで， K1uax点は，制約曲線のうち，Kの一番大きい部分であるから， K

軸に垂直に引し、た直線と制約曲線の接点である。このKmax点は，効率曲線上

にないことを説明すれば Krnaxでの操業は非効率的だということになるo

Krnax点をとおる等量曲線は，制約曲線の外側では効率曲線と交わらず (2図

(a)) ，制約曲線の内側で交わる (2図(b))。したがって，同じ生産量を生産

するのに資本を過剰に用いているという意味で非効率的である。このことを

ザジャックは次のように説明する。

IImaxは利潤の極大点であるから 1Irnaxから離れるにつれて利潤は減少す

る。 2図(a)のp'(制約曲線と効率曲線の交点〉は， II1naxより利潤が少ない。

しかし，プロフィットヒノレの性質からいって，p'のほうがPよりは利潤がよ

り多L、。 PはKmaxを通る等量曲線と効率径路の交点、である。 したがって P

では， Kmaxを通る等量曲線の中ではコスト最小， 利潤最大である。かくて

p'においては Kmはよりも利潤は多いことになる。 しかしこれは Krnaxが制

約曲線の上で利潤最大であるということと矛盾する。同様にして Krnax点

と効率曲線とが一致する場合も排除されうる。かくて Km日をとおる等量

曲線と効率曲線の交点は 2図ら)のように制約曲線の内側になければならな

い。規制をうけた企業は， Krnax点で操業する。しかし Kmax点で操業した場

合と同じ産出量がより低コストのP点で生産されうる。かくて公正利潤率基

準は資源、の非効率的利用をもたらす。これがアパーチとジョンソンの議論の

エッセンスである。

12) E.E. Zajac，“A Geometric Treatment of the Averch-Johnson's Behavior of 

the Firm Model，" The American Economic Review， March， 197[). 

13) もちろん，II=Jl叫河 Kのいちぢるしい増加工時低下させるからζ=
( S-i)をJ一定に保つようなK，Lの組み合わせの中での K回目点が選ばれるの

は当然である。それが第 i図の KmaxP口intである。

14) E.E. Zajac，“A Geometric Treatment of the Averch-Johns口n'sBehavior of the 

Firm Model，" The American Economic Review， March， 197[)， pp. 119-12[). 
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5. 目標と制約条件の関係

アバーチ・ジョンソンの議論は，収益率を制約条件とし，利潤量を極大化

する企業の行動を分析したものであるoII=(s -i )K， II=II (K， L)， 

i， sが一定とL、う条件のもとでは，当然前節までの議論におけるような結

論が生ずる。すなわち一定の sー 1をもたらすK，Lの組み合わせのうち，

Kma.xが選ばれる。では，もし企業がもっと別な行動目標をとっていて， し

かも規制があった場合，どのような効果が発生するかを検討しよう。

ザジャックは，矛IJj閏極大化企業の代りに株主の収益を極大化することを目

的にする企業を想定する。

fd=負債/資本ストック

fe=株主の債権/資本ストック

〈自己資本〉

fd+fe= 1 

とする。 feは自己資本比率， fdは負債比率である。これらは一定であると仮

定しよう。株主の収益率reは次のように示される。

(5-1) K
一

レ一
ym

ただしidは債権の利子率， fdk， fekはそれぞれ負債と自己資本である。

制約条件は，

Pa-wL 
(5-2) iE-一三三s

企業は(5-2)の制約条件のもとで， (5 -1)を極大化することになる。と

ころで(5ー 1)は次のように書きかえられる。

q
G
 

F
D
 

1 rPq-wL， idfd =-f::---[一一一一〕一一十
fe K fe 

r。は[ ]内の増減にともなって増減する。したがって， id， fd， feが一定と

いう条件のもとでは， reを極大化するということは[ J内を極大化すること

に等しし、。[ ]内は総資本利潤率であるO そこで問題は，収益率sの規制の

もとで総資本利潤率を極大化するということになる o ~叫、かえれば，これま
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での議論で経営者は利潤量極大者であったのが，今度は利潤率極大者になっ

ているのである。

では，これを前と同じグラフを用いて解くとどうなるであろうか。 r

(Pq-wL)/Kとすると， ll=(r-i)Kとおきかえられる。そして rの水準に

制約を加えることになる。したがって ro，r両方に照応する K，Lの組み

合わせの軌跡は L軸をちょうつがし、にした平面とプロフィットヒノレの交点

によって与えられる。許容される最高の収益率は r sである。

しかしながら，ここで注意すべきことは，利潤極大者とは異なり，収益率

極大者は， ll=(r-i)Kとプロフィットヒルの交点(制約曲線)rのどこを選

ぶかに関して無差別である。何故なら，r極大が目的で， rの制約は sであるか

ら，一定の sをもたらすK，Lの組み合わせならば，どれを選択しでもよし、。

要するに，収益率極大とL寸前提は，自明の結論を導くものである。すな

わち，目標が収益率であり，制約条件も収益率であるから，制約条件をみた

しさえすればよいということになる。(制約曲線上のどの点をとってもよ

い〉。したがって一定の rをもたらすKとLの組み合わせは，無数にある。

そこでユニークな解を得るためには，他の基準をおくことが必要になってく

る。ザジャックは妥当性のある基準として次の二つを考える。

.sK -t urL ; -え

し

..iK十町主J /B(広島大差出量)

A(問ー産油曹のれて‘み最ふ費?問〉

? 

1向奇:IJf丞 1~ト

。 K 

第3図
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(1) 同じ収益率のもとでもコストを最小にすることを選択する場合 この場

合にはK，L平面上での操業点は，有効径路上になければならなし、。企業は

制約曲線上で操業するから結局，制約曲線と有効径路の交点が選ばれる。

(3図のA点〉

(2) 企業は産出量極大を求めているとし寸場合:この場合は 3図のBで操業

する。すなわち，制約曲線と等量曲線の接点である。何故ならこの場合，同

じ制約 r sのもとで産出量は最大になっているからである。 B点での接線

は， sK+wL=一定で，制約曲線と等量曲線が共通の接線をもっ。他方，有

効曲線上では等量曲線の接線は iK+wL=一定である。 s>iであるから，

sK+wLはiK+wLよりも急な勾配である。かくてB点では，企業はその生

産水準のもとで過少資本であり，アパーチ・ジョンソンの効果とは逆にな

る。

この結論はきわめて興味深し、。この議論は，結局利潤率の制約のもとでの

産出量最大の問題を解いていることになる。ところで，同一産出水準のもと

で価格は一定であるから，収入は等量曲線上のどの点でも一定である。 sK十

wLは等収入曲線で、もある。したがって，利潤の制約のもとで産出量を最大

にする問題も，収入を最大にする問題も同じであって，等量曲線と制約曲線

は共通の接線 sK十wL=constを有するのである。

同じ利潤率の制約のもとで，利潤量を極大化しようとすれば Kmaxが選択

される。その結果，過大資本となる。他方，産出量を極大化しようとすれ

ば，収入線あるいは等量曲線と制約曲線との接点が選ばれ，それは過少資本

となる。目標を変えることによって選択される点が異なるということは興味

深い。このような問題の拡張は後に再びとりあげるとして，ここではザジャ

ックが展開したもう一つの応用問題について，とりあげよう。

いま，もし支払能力 Pq-iKが， 当初の賃金をこえると労働者がストラ

イキをするとし、う想定をおく。

Pq-iK=wL 

w*=当初の賃金率
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w>w*ならストライキが起こると考えるのである。そこで，企業にとって

の制約条件は，

Pq一iK三二w*L

同様に，コストインフレを避けるために，賃金をw*以下に保つような圧力

がある。このような制約条件のもとで，企業が利j閏Hを極大化しようとす

る，と仮定される。

この議論では，もしw*とLを sとKにおきかえるなら，これはまさにオ

リジナルなアパーチ・ジョンソンモデルと一致する。したがって，このモデ

ノレで、は資本と労働の役割がちょうど逆になる。すなわち， K軸をちょうつが

いにしてK，L平面に上下する平面II=(w*-w)Lと，プロフィットヒノレの

交点によって示される制約曲線上で人労働投入量の最大の点が選ばれるだろ

う。この場合には，資本よりも労働の過大な使用で非効率的に操業すること

になる。この場3合は形式的にはオリジナノレなアバーチ・ジョンソンモデ、/レと

対照的になっているわけであるが，実際的な観点からいうと，その意味がや

や非現実的であるという難点がある。超過利潤は支払い能力を意味するが，

賃金は労働市場で決まる貨幣賃金wに制約されている。となれば，労働量を

増すことで適応する他ないということになる。

現実問題に応用した場2合の難点は種々あるにせよ，このように制約条件や

目標をいろいろ有意味なものにおきかえると，さまざまな興味深い問題の展

開が可能である。この点については後述しよう。

15) E目E.Zajac， ibid.， pp. 123-124. 

16) sを最低利潤率を考えるならば，そのようにみることができる。もし S以下の利

潤率でもかまわなければ，選択される点は制約曲線の外側にあるだろう。

17) E.E. Zajac，口p.cit. p. 124. 

6. U字型費用曲線を用いた分析

アパーチ・ジョンソンモテ事ルは，非線型計画法を用いて分析を行なったも
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のであるが，ザジャックはすべてをK，Lの関数であらわして幾何学的に説

明した。他方，通常の企業の理論で用いられる方法でこの問題を示すと，伝

統的な企業の理論とアパーチ・ジョンソンモデルの関係がより明らかにな

る。ボーツとスタインは，伝統的な企業の理論で用いられる方法一ーヴァィ

ナー・ウォングの包路線にもとづく分析一ーを用いて，アパーチ・ジョンソ

ンモデノレの性格と問題点を説明している。

アパーチとジョンソンおよびそれ以後展開された議論の多くは次の命題を

倹討したものである。すなわち，

(1) 企業の規模(すなわち資本ストック〉は規制された利潤率が市場利子率

に向かつて低下して行くにつれて増大する。

(2) 規制を受けた企業は規制を受けない場合にくらべてより多くの生産を行

なう。

(3) 規制を受けた企業はその選択した生産水準においてコストを極小にする

ような資本労働比率を採用しない。

(4) 規制を受けた企業の資本労働比率は，選択した生産水準のもとでコスト

極小にするような資本労働比率より大きな資本労働比率を採用する。

(5) 規制を受けた企業の資本労働比率は，規制を受けない場合において一般

的であるような資本労働比率よりも大きいだろう。

この 5つの命題のうち(3)，(4)， (5)は過大な資本集約度になることを示した

もので一つの命題にまとめてもよし、。したがって要約すると，規制された利

潤率と規模の関係，産出量水準，資本労働比率，この三つに関して，規制の

効果を検討していることになる。これらの命題をスタインとボーツは順次検

討するのであるが，最初に規制を受けない独占的企業の長期均衡について一

般的な性質を検討する。第4図は規制を受けない独占の長期均衡を示してい

る。記号を次のように定める。

D:需要曲線

MR 限界収入

LAC:長期平均費用
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LMC:長期限界費用

O 管。

第4図

LMC 

D 

s'(-C) 

設備の規模は資本ストック Kによって測られる。長期的均衡において規模は

K。であり，準地代を除く短期平均費用はAC(Ko)，それに応ず、る短期限界

費用はM(Ko)で、ある。規制を受けない独占企業は均衡においてP。の価格の

もとで、qoの生産を行なう。均衡の近傍では規模に関して収穫逓増であると仮

定する。

qoの産出量のもとでコストは最小で、ある。 ACは包絡線LAC上にあるか

ら，労働の増大したことによる短期限界費用も，資本の増大による長期限界

費用も等しし、。 M(Ko)とLMCはC点で、交わっている。このことは， 労働と

資本の限界生産力の比が，それぞれの要素の限界費用の比に等しいことを意

味している。企業が買手独占の力をもっていなければ，要素の価格は市場で

与えられている。したがって，要素コストの比はwfi に等しし、。総利潤は，

限界収入と限界費用が等しいが故に極大化される。むより大なる生産水準で

は長期限界費用 LMCは，限界収入MRを上回る。企業は市場利子率 i以上

の収益率roを得ている。
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これが規制されない独占の長期均衡における状態であり，その資源配分上

の意味である。では次に，規制を受けた場合の効果について一般的な考察を

行なおう。

規制を受けない場合の収益率をroとすると，

ro> s > i 

である。

O 

間 (~;Ko)

Ac (号;Ko，ro)

vAC (s'; Ko，.s) 
AC(争;Ko"i) 

O 

れれ
第 5図

g.(も)

第5図において短期平均費用曲線AC(q;Ko，i)は，産出量の関数であり，資

本コスト iと規模Koで評価されている。すなわち総固定費はiKo，平均固定

費はiKo/qで、ある。もし価格が平均費用に等しければ企業は iに等しい資本

収益をうる。純利j閏はゼロになる。もし資本が iでなく sの価格をもっとす

れば，平均費用曲線は短期限界費用曲線MC(q;Ko)に沿ってAC(q;Ko，めま

で、上方ヘスライドする。 Koが一定で総可変費用が不変にとどまるなら限界

費用曲線は不変で、ある。総固定費は iKoから sKoへ増大する。もし資本が ro
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の価格をもつなら，平均費用曲線は短期限界費用曲線上をAC(q;Ko，ro)まで

スライドアヅプする。 P。の価格で、産出量はqoであり，企業は利子支払い前

の総利潤roK。をうる。

以上のような関係があることを念頭に入れて，スタインとボーツは次のよ

うに議論をすすめる。規制を受けた企業にとっては，三つの条件が満足され

なければならなし、。その条件とは次の如くである。

1) 企業は利潤を極大にするような産出量を選択する。

2) 企業は s以上の収益率は得られなし、。 ro>S > i。いま sの収益率をう

るとする。

3) 企業は，設定された価格のもとでの需要を充たさねばならなし、。

以上の3つの条件は設備の規模がK。にとどまる限り同時に充たすことは

できなし、。 Koの設備のもとでは，利潤は価格P。のもとでのみ極大化される。

しかし条件2)は価格が平均費用AC(q;Ko，s)に等しいことを要求する。それ

故条件1)と条件2)は規制を受けない場合の均衡ストッグKoのもとで同時に

は満足されない。もし価格がEに設定され，産出量がqoであったなら，条件

3)はqoがEの価格で需要される量を充たさないが故に，相容れない。もし価

格がFに設定され，産出量がqjであると，条件2)とのは両立するが1)が犯さ

れる。何故なら， M(q;Ko)はMRと一致しないからである。規制された収益

率がroに等しい場合には3つの条件は全部充たされる。 Po=AC (九。;Ko，ro)

で子。のもとで、の需要量はqoである。矛11j聞はqoのもとで極大化される。

もし規模Kが選ばれ、その結果sで評価された平均費用曲線AC(q;Kj ，s) 

が需要曲線Dと接したなら 3つの条件は充たされる。グラフの上で議論す

る限り、規制のもとでの均衡は、資本コストが規制を受けた収益率で評価され

た場合のチェンパリン的な独占的競争の解に似ている。チェンノミリンのモデ

ノレでは，長期平均費用は新企業の参入の結果，企業の需要曲線と接する。他

方，規制を受けた企業においては，短期平均費用曲線と需要曲線が接するの

は，企業の設備が増加することによってである。スタインとボーツは，この

ことすなわち，規制が生ずると規模が増加して均衡に至ることをまさに説明
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しようとしているのである O そこで以下，先にかかげた命題を順次証明する。

第1命題:設備の規模は増大する。

ここで切らかにすることは，規制の結果，設備の規模がどうなるかというこ

とである。企業が sの収益率を得ょうとするかぎり， 利潤量sKは資本スト

ッグKの増加によって増大する。もし規制を受けない場合の利潤rKがsKを

超過しているなら， Kの増大は総利潤sKを増す。したがって， 資本ストッ

クは規制を課することによって増大する。

ところで資本ストックがKoからK1へと増大した場合に，価格や産出量に

どんな変化があるかを，ヴァイナー・ウォングの包絡線を用いて説明する。

第6図は，資本ストックがKoからKlへ増大した場合に短期平均費用および

短期限界費用に何が生ずるかを説明する。ただし，次の仮定をおく。(i )資

本ストックの増大は労働の限界生産力を高める。(ii)労働の限界生産力と資

本の限界生産力の比率は資本労働比率に関連をもっ。

AC(争iKO，n 
M(%iKo) 

トfR($-)

't 0 ~， 
号

第 6図

最初企業はKoの設備をもち qoの生産量を生産している。企業は包絡線

上で操業しているから，生産は効率的である O 設備がK1へ増大すると短期
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平均費用は包絡線に沿って AC(q;K1，i)へスライドする。平均費用曲線は市

場利子率 iで評価される。短期限界費用M (q;K1)はM(q;Ko)の下にある。

ある生産水準のもとで， 短期限界費用は w/MPL (MPL= Marginal 

Productivity of Labor)。もし資本ストックが増大するなら， 雇用量の減少

によっても同じだけの生産量がもたらされうるO 資本集約度 K/Lは上昇す

るだろう。そLて労働の限界生産力MPLもまた上昇する。かくて短期限界

費用w/MPLは設備の規模がKoからK1へと増大するにつれて低下するだろ

う。これが 6図に示されているO

第2命題:産出量と価格の関係

利潤は限界収入が限界費用と等しいところで極大で、あるから M(ql ;K1) = 

MR(ql)，限界収入曲線は右下がりである。そして新しい限界費用曲線はも

との限界費用曲線の下にある。結局MR=MCは産出量がqo以上に増加する

場合にのみもたらされる。需要曲線は右下がりであるから産出量の増大につ

れて価格は低下する。かくて，第2命題がi尊かれる。すなわち，規制を受け

た企業は規制されない場合にくらべてより大なる生産量を，より低い価格の

もとでもたらす。

第3命題:設備の規模が過大であること。限界収入曲線MR(q)は qo以上の

生産水準のもとでは長期限界費用曲線LM(q)の下にある。規制の結果， 産

出量はqo以上に上昇する。新しい均衡において，短期限界費用M(ql;K1)は

限界収入に等しし、。それ故， M(ql ;K1)は長期限界費用曲線LM(q)の Fにあ

る。

qlの生産水準のもとで，企業は包絡線上で操業していない。そのことは短

期平均費用 AC(ql;K1， i )が長期平均費用 LAC(q，i)を上回ることを意味す

る。かくて命題 3が導かれる。すなわち，規制を受けた企業は選ばれた生産

水準でコストを最小にする要素投入比率を採用しない。

第7図は総費用曲線でもってこの状況を示している。 LT(q;i)は有効径

路に照応する。これは最小の平均費用をもたらす短期平均費用曲線の最小点

の軌跡で、もある。 C。は規制をうけない場合の操業点， Co = ST(qo ;Ko， i)は
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LT(qQ，i)に等しい。この場合，資本スト γ クはKo，

は義務会f受けた点である。この;場合，資本ストックはKr，

る。ニST(ql;K1，i)>Lすくむ;i)。務7図のC1点においてLT曲線の勾援

はおT曲線の勾盤より大~~、。したがって資本の投入を減じ労働の投入念増

である。 C1

ことによってqrを主主緩するための総コストさと議少さ佼うる。資本の摂界設

用は労働の限界費用安趨過していることになる。

第4命鶴:資本労機比率が効本的生産の条件にくらべて高過ぎること

第 4 命運と第 5 命題は 6 1Z1と 7~から

それ故，資本のi淡界費用>労働の

る。 LM(ql，i)>M(ql ，K)。

る。

(的

あるし、は

瓦在PL MPI 
初 MP官官一町長 (k1):

は規制を受けた場合の資本労働1:1:率である。:企業は買し 上口 もって
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る。彼方，規制を受けなし

でM(q，Ko)ごニL五II(qo，りである。

MPL 
¥
3ノ

。
喝絞
〆
r
、、、

w 

5命題は(b)，(めと， MPLjMPKがkと立の期連をもっているという仮

から導かれる。規制のもとでの資本労轍比率k 1は，規窃IJ~受けない;場令の比

率Ks るの

'18) ]. L. St在inand G. H. Borts. “Behavior of the Firm沼設derEegulatory Cons吋

trai卦ts，H イrheAmerican Economic Review， Dec.， 1972. 

19) Stein and Borts， ibid. pp. 965-966. 

20) Stein and Bort:" ibicl. p. 967 • 

7. 企業行動議へのJit

アパーチとジョンソンによって提起され，その後幾人かの人々によって引

すなわち利潤極大を求める独占企業の料開率に公的な規制

を加えた;場合の効果，あるいは公的規舗のもとで、の独占企業の理論は，大き

く分けて次のこつの方向に挨鰐可能で、ある。一つは，一般的にたんらかの相

約条件下での独占あるいは寡占企業の行動議として，峡販される可能性があ

るο もう一つは，公共的立場からの会的規制の厚生効果の問題である。第乏

の問題は，器二千平i苦足の必要がある。完全競争合前提にしているならば，そこ

に公的な介入があった場合iC，巨視的にみても当然パレートオプテ吋ムから

のゴ](;離という

で独占

じうる。しかし，ここでは出発点におい

している。したがってを独占矛1J潤に対する

んらかの意味でマク判的には改喜多なもたらすと考えられる。少なくとも，ス

タインとボ{ツの議論では， {霞格{砥下と産出設の増大をもたらすことが示さ

しかし規舗を受けた個別企業にとっては，規制のもとで、の適応、は，カミ

えって 〈コスト しないこと〉という
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結果をもたらすことがアパーチ・ジョンソンモデ、ノレにおいて示された。した

がって公的規制の経済効果は一方では個別企業の適応においてかえってコス

ト増をもたらすとLづ改悪と，他方では巨視的には改善になるという面と，

二つある。その両者の比較秤量が問題になってくるO

本節では，このうちまず第1の企業行動論への応用について検討を加えよ

う。

制約条件なしの独占企業の行動理論に対して，制約条件下の独占企業の理

論を示したのはW.].ボーモノレで、あり，それは利潤の制約下での収入最大化

の理論として知られている。この議論は，制約条件を収入に，目標を利潤に

おきかえれば，収入の制約下での利潤極大行動の議論にもなる。

ここで利潤に対する制約条件の意味について言及しておきたし、。完全競争

の場合，陽表的に利潤の制約条件は示されていないが，この場合は，競争と

参入の自由ということで，事後的に市場利子率の水準まで利潤を制約された

ことになる。ところで，この場合，企業は制約を意識して行動しているわけ

ではないから，行動の決定に際して制約条件が作用しているわけではない。

だが結果的にみると，競争がまさに最も強い制約を課したことになる。

ところで，もし先の議論で公正利潤率を市場利子率と等しく (S=りしたな

らば，どうなるか。 S=1は完全競争のもとでの均衡と同じである。しかし，結

果的に利潤率が iと一致したということと，独占企業が最初から r を制

約条件とされたことによってそれに適応した場合とでは異なる。完全競争に

おいては，参入の結果，利潤率 r= となる。これに対して r S の場

合には，独占企業はKをいっそう増加させることによって適応する。したが

ってもたらされる結果は，全く異なっており，完全競争の効率性に対し，独

占の場合は超過利11判ゼロであっても非効率的で過剰設備を有することにな

る。

さて，告IJ約条件の意味を考えると，見方によっては完全競争は最も制約条

件がきっいということを意味しているともいえる。もちろん， 来iJ潤率r<i

とし、う制約もありうるが，その場合は市場からの退出が生ずることになる。
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したがって利潤の規制としては，完全競争が最もきつい制約である。しかし

この場=合は，個別企業は価格を与件としてそれに適応するだけであり，公的

規制ではなく参入の自由ということが， 価格を r に至るまで低下させ

るO それに対して，独占の場合は，価格や利潤率の制約を当初から考慮にい

れて適応する。他からの参入の代りに自己の設備増大で対応することにな

る。したがって，一見対照的ではあるが事後的にもたらされる状態は，たと

え r であっても，全く異なったものになる。このように考えてくると，

たとえば，参入阻止価格の理論は，参入の可能性が制約であり，それに対し

て個々の企業が適応する。通常のオリジナルな参入阻止価格の理論は，参入

の可能性に対して産出量で調整する。参入の可能性が強いほど価格は低く設

定しなければならなし、。もしこれが完全競争に接近して行くなら，参入阻止

価格はますます低くなり，競争価格に近づくのであるが，この場合，産出量

によって調整するのでなく，資本ストックで調整する場合を考える(長期適

合〉なら，公的規制が強まって sが iに近づく場合と同じ効果をもたらすだ

ろう。

規制が陽表的に入ってきた場合，その規制が完全競争の均衡に近づくほど

いが iに近づくほど〉あるいは規制された価格が完全競争価格に近づくほ

ど非効率性が強まるという一見奇妙な結果が生ずる。しかしいずれにしろ，

制約条件をこのように考えた場合，制約条件 Fの独占あるいは寡占企業の行

動の問題は，さまざまな内容を含むものであることが判る。

21) W.]. Baumol， Business Behavior， Value and Growth， 1959， revised ed.， 1968. 

8. 長期適合と短期適合

これまで展開してきた議論は，規制に対して資本ストックの増加によって

適応する企業行動を前提にしていた。しかしこれは一般に長期適合と呼ばれ

るものであり，長期を扱う以上，資本ストックの増加に対しては，他方需要
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曲線のシフトも考えられる。しかし，ァパーチ・ジョンソンモデルは，需要

関数を固定しておいて(その意味では短期的)，資本ストックが増大するケ

ースを扱っている。その結果，チェンノミリンの参入のもとでの長期均衡の議

論と対照的になっている。このような需要条件が与えられた状態のもとで，

設備を拡張する議論¥，、し、かえれば，規制に対して資本ストックで調整する

議論に対し，産出量で適応するとL、う議論も当然ありうる。この場合は資本

ストックを一定として，制約条件下で利潤を極大化するか，産出量を極大化

するといった議論が対応する。

まず，資本設備一定といういわゆる短期適合のケースにおいて，利潤を規

制された;場合，企業がどのように適合するかとしづ問題を考えよう。その場

合，どうし、う適合がありうるか，それらの中で，厚生効果という観点から考

えると最も効率的なケースはど、れか，逆に最も非効率的なケースはど、れか，

それらの問題について検討をしよう。まず，規制を受けた企業が短期におい

て産出量を調整する場合の産出量水準が，規制や企業の行動目標の違いによ

ってどのように異なるかを検討する。

カフォグリスは，矛Ij潤を規制された独占企業の理論に対して，自発的に利

潤を制約するモデノレを対比させ，その産出量の決定の特徴を示す。カフォグ

リスがとりあげるのはウィリアムスンとボーモノレで、ある。ウィリアムスンの

場合は，企業の効用関数にスタップや報酬が入っており，したがって超過矛Ij

j聞は経営スタップや経営者報酬の極大をもたらすように用いられると仮定さ

れている。他方，ボーモルは収入の極大が目的で利j聞が制約条件である。と

ころでこの場合，アパーチ・ジョンソンモデノレと異なる点は，アパーチ・ジ

ョンソンが利i閏i極大を目標にしており，利潤率について規制がなされている

のに対し，ボーモノレの場合は収入が目標である。ウィリアムスンのケースは

これらと若干異なるが，いずれにしろ利潤が制約されているという点でかわ

りなし、。

第8図は，たて軸に価格，横軸に産出量をとった通常のU字型費用曲線と

需要曲線を示している。 ACは平均費用曲線で，もちろん企業の機会費用を
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第8図

含む。 Dは需要曲線， MR， MCはそれぞれ限界収入曲線と限界費用曲線で

ある。ウィリアムスン・タイプの議論においては，産出量の決定は通常の利

j閏極大原則と全く同じである。企業はしたがって Q[J の産出量をもたらす

が，スタッフの増大や経営者報酬の増大のために支出をする。その結果超過

利潤は除去されるが，それは経営者報酬などを含む平均費用曲線ACeが需要

曲線と接することによって示される。このモデルは，規制を受けた企業が産

出量を制限しながら，過剰なスタップをかかえこんだり，ボーナス等を増大

するとL、う場合に照応する。これはいし、かえれば，非生産的(産出量の増加

と結びつかないという意味での〉コストを伴う利潤極大化の価格・産出量決

定のモデ、ノレでもある。

次に，収入最大化仮説のもとでは，価格引下げと広告支出は販売額の増大

と結びついている(ウィリアムスン・タイプの場合には，支出は生産の増大

と結びつかなしう。したがって収入選好 (rev巴nuepreference)のもとでは，

支出選好(叫ensepreference)の場合よりも， 産出量は多く価格は低し、i
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いま収入増大のための広告費支出がないとL寸単純化の仮定のもとで，収入

極大産出量はMR=Oであるから 8図の Qrの産出量をもたらす。価格はPr

で限界費用よりも低し、。(収入最大化の均衡はMC>MRであることを必要

とした。もしMC>MRなら，需要曲線が充分弾力的で、ある場合， MC>Pと

なる可能性がある。〉

Qrのもとでの収入最大化の均衡は， 超過利潤を含んでいる。 ウィリアム

スγでは，それをスタッフの増大やボーナス等で吸収した。ボーモノレの仮定

では，それを広告支出にふりむけて吸収することになる。また規制当局は価

格引下げを示唆することになろう。そのいずれをとるかで、効果は違ってくる

わけであるが，ウィリアムスンの場合は，コストの上昇のみで，価格と産出

量は通常の利潤極大のケースと同じであった。では，広告支出を増大して収

入を増し，超過利潤は広告費に吸収するとしづ適応はどうなるか。この場

合，広告によって需要曲線はDからDrvこシフトし，平均費用曲線はACから

ACrvこシフトするO 産出量はACr=Drとなるところで決まりQr'である。も

ちろん超過利潤はなし、。収入極大者は広告費支出と生産費を，付加的生産費

の支出の収入に対する限界貢献度dRjdCが，付加的広告費支出の収入に対す

る限界貢献度dRjdAと等しくなるように配分しなければならなし、。これらの

配分は，弾力性によって異なる。もし産出量の;噌加が非弾力的な需要に直面

しているならば，dRjdCは負で広告費支出をするほうが選ばれる (9・A)。

QrQt: 

9 • A図 9 • B図

Q;Oト

¥、、
D 
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需要の弾力性が大きくなると生産費をかけて生産を増す(9・B)。整理して

し、うと，

dRjdC=dRjdA 

になるように，生産費をかけて生産を少しでも増すか，広告費をかけて需要

関数をシフトするかの選択を行なう odRjdC>dR/dAなら，前者が選ばれる

し，dRjdC<dRjdAなら後者が選ばれる。いずれを選ぶにしろ，収入最大化

の場合，価格が限界費用以下になる水準で、生産が行なわれる。

収入極大化の理論においてもう一つ付け加えられるべき性格は，次の如く

である。すなわち，収入極大は産出量極大とは違うという点である。純粋に

産出量極大なら 8図のQqで、生産が行なわれることになるだろう。いずれ

がより大きい産出量をもたらすかは，需要の弾力性に依存する。問題になる

範囲で需要の弾力性が 1より大きければ，収入極大も産出量極大も，同じ産

出量をもたらす。 1以下なら，収入極大者の生産水準のほうが小さし、。

カフォグリスは，以上のような比較の結果を次のように要約している。

(1) 制約された収入極大者と産出量極大者は，純粋の支出選好者や通常の

利潤極大者よりもより大なる生産水準と低価格をもたらす。

(2) 制約された収入極大者は，需要の弾力性が 1以下の場合には，制約さ

れた産出量極大者よりもより小さな生産水準をもたらす。もし需要の弾力性

が1より大きければ，いずれも同じ生産水準をもたらす。

(3) コスト逓増の場合，産出量極大者は，パレートオプティマムな生産量

Q*を超過する生産をもたらす。そしてもし需要の弾力性が制約の範囲で1

以上なら収入極大者も生産極大者も，限界費用以下の価格で販売を行なう。

(4) a). 一定のコストのもとでは，パレート最適の価格と産出量が， 産

出量極大者によって得られる。もし需要の弾力性が規制の範囲で 1以上な

ら，収入極大者によっても得られる。

b). コスト逓減のもとでは，産出量極大者も収入極大者もサブオプ

ティマルで、あり，需要の弾力性が1以下に下がる場合には，収入極大者にお

いてはこのずれは大きい。
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カオォグリスによれば，これらの比較は，企業が同じように所得の規制にし

たがい(超過利潤を規制され)，同じ広告政策をとっているとし寸単純化に

したがっているが，これらは， i)経営者の目的の意味を明らかにし，ii)限界

習用以下の価格での販売によって促進される独占下の過剰生産の可能性を示

し， iii)異なった仮説であるところの産出量極大化を導いている，という。

この分析の結果は，アパーチとジョンソンの結論と対照的である。すなわ

ち，アバーチとジョンソンでは，規制を受けた企業は単一市場で、は産出量を

制限し(利潤を極大化し)，多数市場においてのみ限界費用以下の価格で販

売を行なう。これに対し，収入極大者や産出量極大者は，単一市場でも限界

費用以下で販売する。アバーチとジョンソンは許容された利潤を超過しない

とし、う仮定にもとづいて結論を出しているが，一方， カフォグリスの結論

は，経営者の選好と関連して結論を引き出している。アパーチとジョンソン

の分析は，また，過大な資本集約度をもたらすことを示しているが，ボーモ

ノレは，収入極大者は有効な要素結合を要求している。かくて，収入極大ある

いは産出量極大は，アパーチ・ジョンソンモデノレよりも，より有効な要素結

合比率とより大なる産出量をもたらす，というのである。

以上が，カフォグリスによって説明された収入極大あるいは産出量極大行

動の， (独占的〉利潤極大に対する厚生効果の上での優位性である。これは至

極当然な結論である。しかしこれは，規制が公的に加えられる場合と，自発

的な制約にもとづいて利潤以外の目標(収入とか産出量〉を選好する場合と

の違いである。アパーチとジョンソンは最初から利潤極大行動を前提にし，

他方で公的な規制を加えている。もし企業が収入極大者であって，利潤に対

して公的規制を加えるので、あれば，問題は全く異なっている。すなわち，短

期的には収入極大者にとって，収入と利潤がトレードオフの関係にある範囲

で利潤の制約が問題になる(これ以下には下がりえないという意味で)。こ

れに対し，利潤に対する公的規制は，これ以上で、はいけないという意味での

規制である。したがってカフォグリスの議論にとっては，制約が有効かどう

かが問題とされねばならなし、。
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しかし，その批判はともかく，規制の問題について企業の行動目標を利潤

以外においた場合の効果は十分検討するに値する。

22) M. Z. Kafoglis，“Output of the Restrained Firm，" The American Economic 

Review， 1969. 

23) O. i九Tilliamson Th巴Economicsof Discretionary B巴havior Managerial Ob-

]ectives in a Theory of the Firm， 1964 

24) 明人].Baumol Business Behavior， Value and Growth， 1日ted.， 1959， revised 

ed.， 1967. 

25) Kafoglis， op cit. p. 584， Fig.1参照

26) ここで収入選好というのは，企業の行動目標において収入をより多く選好するこ

とを意味し，支出選好は，スタッフの拡充や経営者報酬の増大のために超過利潤

を支出することを選好することを意味する。もちろん，前者はボーモノレモデノレを，

後者はウィリアムスンモデルを意味する。

27) Kafoglis， op. cit. p. 585. 

28) Kafoglis， ibid. pp. 585-586. 

9. 産出量極大と販売価格への規制

アパーチとジョンソンの議論では，企業の行動目標は利潤量であり，規制

は利潤率に加えられ，企業は資本ストックを変化させることによって調整す

るというものであった。これに対して，公的規制が利潤率ではなく販売価格

に加えられる場3合はどうなるか。企業の行動目標が利潤極大ではなく，収入

極大あるいは産出量極大ならばどうなるか，資本ストック一定を前提にして

産出量を調整するような場合・にはどうなるか，ということが問題として出さ

れよう。

まず，販売価格の直接規制の問題について検討しよう。この場合，第 1に

公定価格あるいは統制価格の場合に生ずる一般的な問題があてはまるが，企

業は統制された価格に対して適応することになるので，あるていど価格支配

力を有する独占企業の場合も，プライステーカーとして行動することにな

る。しかるに需要者側の需要態度は，価格を公的に規制したとしてもかわら
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ないとすれば，規制がない場合と同じ需要曲線が描けることになる。そうす

ると，企業が価格規制のもとで利潤極大行動をとるかぎり，価格の設定の仕

上限方いかんによっては需給ギャップが生ずる。価格が固定されなくとも，

しかもその価格が利潤極大をもたらす生産水準のを規制されているならば，

もとでの価格以下に抑えられているなら，結局，企業はその価格付けにした

ヵ:うカミらプライステーカーと同じことになる。

D 

Ac 

P
R
 
M
 

R 

九

ム-

L F ~~ 'h ~I 
第10図

ACは平たて軸には価格，横軸には産出量をmUっている。第10図において，

MRは限界収入である。公的規Dは需要曲線で，MCは限界費用，均費用，

当該企業の生産物に対する需要曲線はDで、かわりなし、。制が加えられても，

価格が P1にPmは，規制を受けない場合の利潤極大をもたらす価格である。

MC=MR (=P1)とな

この場合，需給ギャップは生じない。

価格がP2に規制されると企業はMC=MR(=P2)となる生産量qzを選択す

しかし

企業はプライステーカーとして，

るように産出量をqlに決めるρ

規制されたならば，

る。他方，買手の需要は， P2とDの交点から得られるq'2であり， q'2 -q2の

需給ギャップが生ずる。
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需要曲線がこのように固定され，しかも企業が設備を拡張することがなけ

れば，需給ギャップが生ずる可能性が強し、。この場合，規制が意、味をもつの

は PmとP1の間に価格を規制する場合であり， 企業は極大利潤以下の価格

で生産を行なうことになる。

販売価格を規制する場合，もし参入がないとすれば，需要曲線のシフトは

なし、から，超過需要のある場合は，企業が設備を拡張して適応する以外に，

ギャップを解消する途はなし、。設備拡張によってAC曲線が右ヘシフトし，D

曲線と接するところにうまく価格が規制されていればいちおう与えられた条

件のもとで最適であるが，そのような価格設定は技術的に困難な上に，企業

が果して設備の拡張によって規制に適応するかどうかが一つの問題として残

る。むしろ超過需要状態を残したまま生産を行なう可能性があり，公益事業

においては，公共性にもとづく強制が強く働かない限り，供給不足の傾向が

生じがちである O

いま仮に，設備の増設によって適応し第11図のような均衡が可能であると

しよう。

企業は，もしプライステーカーとしてドの規制された価格に適応したな

ら， MC2=P"であるこのような生産量qoを選択しようとするだろう。 しか

AC， 

Acz 

p:l< 

号。

第11図
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し需要曲線を所与として価格をFに与えるなら，需要量はザで、あって，企業

がqoの生産を行なえば価格は下落し損失をこうむる。ザの生産水準のもと

で超過利潤はゼロである。したがって，企業が本来の需要曲線Dを予測した

場合ーには，価格が規制されているなら，設備を増設するにしても，限界費用

ニ価格が需要曲線の下にある範囲までである。では，どこまで設備を増設す

るか。もし規模の経済，不経済が存在しないならば，設備の増大は平均費用

曲線を右へ平行移動させるだけである。この場合， 12図のようにDとP*の交

点をちょうどMCがとおるように，設備を増大させるなら矛Ij潤極大となる。

Mc 

p*' 

AC 

hν 
¥
 

γ
/
/
 

、、、
、、
、、
、

第12図

もし，価格を長期平均費用と一致する水準に下げるなら， DとMCとACの

3つの曲線が交わる点で文字通りの唯一の最適値が得られる。この場合，超

過利潤はなし、。そこまで規制が徹底してしまえば話は簡単であるが，もし超

過利潤をある範囲まで認めるとすれば，いったし、どの水準に価格を設定する

のがよいか，判然としない。

このように参入のない産業において，価格の規制に対し，企業が設備拡張

で適応する場合は，きわめてむづかしい問題がある。もし議論を短期に限定

じ，設備一定とした上で価格を規制するにしても同様に，規制すべき価格の

水準について困難な問題があるO 販売価格の規制としづ方法は結局利潤率を

基準にする他なし、。高価格であるとか低価格であるとかいうことを判断する
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根拠は，たとえば，完全競争基準にたてば，自己資本の機会費用を上回る利

潤率を得ているならば高価格だ，ということになるし，あるていど正常利潤

を上回る超過利潤を認めるとすれば，公正利潤率(これまでの sにあたる〕

のようなものが考えられねばならない。

しかしながら，もう一つの方法として売上高利潤率あるいはマークアップ

レートを規制するといういき方もある。この場合は1，、し、かえれば，マージ

ン比率を規制することになる。アパーチとジョンソンの方法にならって，マ

ークアップレートを規制した場合の一章、味と効果について検討しよう。

アパーチ・ジョンソ γモデノレと同様に，生産関数を次のように示す。

(9-1) q=F(K，L) 

q~土産出量， K， Lは資本，労働

F(K， 0 )=F( 0 ，L)= 0 

(9 - 2) P=P(q)， P'(q)< 0 

(9-3 )万=Pq一ik-wL

いまもし，公正利潤率 sのかわりにマージン比率mを用い，次のようにあら

わしたとする。

(9-4 ) 
II 
αK+ sL -----m 

α=α'i， s={3'w 

α， sはそれぞれ要素価格となんらかの関連を有する係数である。アパーチ

・ジョンソンモデ、ルは，戸(ors') = 0，α=1のケースである。これと正反

対のクリテイカルケースは， α'，s'= 1である。この場合

II 
iK+wL ----m 

mは，マージン比率である。

Pq<(iK+wL)( 1 +m) 

売上マージン比率は，ある範囲に限定されているということになる。現実の

マージン比率をm'とする。 m'=mを仮定すると，

Pq=(iK+wL)( 1十m)
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もし企業が利潤極大を目的にしているなら， (9-4)の制約のもとで， (9 

-3)を最大にする問題をとくことになる。これをグラフでとくと次のよう

になる。 K，L平面上に iK十wL=constの直線は，予算線として描ける

が，予算の水準に応じて無数に描ける。しかし，wが与えられていれば，直

線 iK+wLの勾配は一定である。したがって， iK+wL= 0からはじまっ

て，予算の規模が増加して行くにつれ，直線は原点から遠ざかる。

L 

.iK十wL，: cond 

K 

第13図

ザジャックの図と同じように， K， L， Il軸をとってプロフィットヒノレを描

くことができる。原点をとおるiK+wL直線 (iK+wL=0)をひき，それを

ちょうつがし、にしたドアでプロフィットヒノレをきる。この交点は， iK+wL 

_ _ _ _ _ Il 
の変化に応ずる Hの値の関係を示しており， τE工高EとなるK，Lの組み合

E 
わせを示す。この平面の勾配がτE平面Eである。この勾配がmとなる場合，

この制約平面とプロフィットヒルの交点の軌跡は，一定のmをもたらすK，

Lの組み合わせを示すことになる。

これをK，L平面に投影すると，やはり同じような制約曲線が描ける。企

業が利潤極大者であればllmax点が選ばれるであろうが，それは，制約曲線の

内側にある。したがって，制約曲線上の点で汗IJ潤最大の点を求めることにな

る。
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第14図

需要関数はP=P(q)，P' (q)< 0で与えられている。したがって，予算規

模が大きくなっても収入がそれに比例して増加するわけでないことはもちろ

んである。

ー P=P(q)で、あるから，等量曲線上のどの点も等収入である。制約曲線はー

L 

K 
第15-A図
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万
定のmをもたらすK， Lの組み合わせである。(iK干元r:=m…const.)し

たがって，制約曲線上でHが極大になるのは， iK十wLが最大のところであ

る。すなわち，予算線と制約曲線の接点が選ばれる。この接点をEとする:

このE点は効率曲線上にくる。その理由は次の如くである。等量曲線上の利

潤極大点は，当然等量曲線と接する予算線の接点の軌跡で、ある効率曲線上に

ある。したがって，ちょうど、mのマージン比率をもたらすK，Lの組み合わ

せで最も低コストであるのは，効率曲線と制約曲線との交点Fである。問題

は， EとFが一致するかどうかである。

仮に， 15-A図のようにEとFが異なるが，同ーの等量曲線上にあるとす

る。 EもFも，同ーのmであり，かつ収入は等しし、。したがって， iK+wL 

は等しくなければならなし、。しかるに iK+wLはE点の方がF点より大

である。もしEとFが同ーの等量曲線にあるなら Fはその中で利潤最大で

あるから， EとFが同ーのmで、ありえなし、。したがって， 15-A図は矛盾す

るO

次に15-B図のように， E点を通る等量曲線が， F点を通る等量曲線の下に

あるとする。この場z合， E点の方が収入が多いとするならば3 予算線も Fを

第百-8図
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通る予算線より上にあるから， EとFと同ーのmをもたらすことは考えられ

る。この場合，少なくとも Eを通る等量曲線よりもより大きな生産水準で

は，需要の弾力性が1以下で，生産の増大が却って収入の低下をもたらす，

というように解釈できる。しかしこの場合もやはり矛盾がある。 Eを通る等

量曲線は制約曲線とE'で交わる。 EもE'も，等収入であり， 同ーのm であ

るO しかるにE'において予算線はFを通る予算線よりも更に下にある。か

くて， 15-B図も成り立たない。

第15-C図

15-C図の場合は，E点を通る等量曲線がF点を通る等量曲線の上にある。

したがって， EにおいてFよりも収入は大であり， かつ予算iK+wLも多

い。この限りでは， EとFとがともに同ーのmである制約曲線上にあること

と矛盾しないようにみえる。しかし， この場合も， Eを通る等量曲線はE'

で制約曲線と交わり， E'を通る予算線はEを通るそれよりも下にある。 こ

れは15-B図におけると同じ矛盾をもたらす。かくて，矛盾のないケースは

ただ一つ，予算線と制約曲線の接点は， どうじに等量曲線と接している場合

である。しかるに，予算線と等量曲線の接点は効率曲線上にあるから，結局

EとFは一致せざるをえなく，かくて制約条件下の利潤極大点は効率曲線と
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L 

K 

第16図

制約曲線の交点であり，その点で制約曲線と等量曲線は接しており， iK + 

wL=const.の共通接線を有する。

制約曲線上の不Ij潤極大点は，どうじに制約曲線上の収入最大点であり，そ

れは予算規模最大の点で、もある。これらをどうじに充たすには，等量曲線と

制約曲線が接していなければならなし、。かくて，企業が利潤極大を目的にし

ている場合，マージン比率を規制するならば最適な要素結合比率が得られ

る。

では企業が収入極大化あるいは産出量の極大化を行動目標にした場合はど

うなるか。もし収入極大産出量水準を示す等量曲線が，制約曲線の内側を通

るなら， (この場合は，許容されるマージン比率がかなり低くおさえられて

いることを意味する)，その等量曲線が制約曲線の外側に出ている部分がす

べて選択の対象になるO しかし，それで、はユニークな解は得られないから，

結局，付け加えられるべき制約が必要で、あるO そこでマークアップレートが

m以下で、はありえないとし寸制約条件を付すると，結局，収入極大をもたら

す等量曲線と制約曲線の交点G，Hが選ばれる。この等量曲線は，制約され

ない極大利潤IImax点を通る等量曲線より上にある。(需要関数の性質から当
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第17図

然そうなるだろう。〕この議論においてmは上限を画するものではなく，そ

れ以下には下がりえないという意味で下限を示している。

次に，収入極大をもたらす等量曲線が制約曲線の外側にあるならば，制約

条件抜きの収入極大化行動をとる場合は，その等量曲線全体が選択の対象で

あるが，その場合もユニークな解がえられなし、。考えられる基準は，収入最

大の中で最低コスト(最大利潤〉を選ぶか，あるいはmをそれ以下に下がり

えないマージン率の最低限界として課するかのいずれかであろう。後者をと

ったら mの制約下の利潤極大と同じ結論になる。

次に，産出量極大化行動をとる場合は，収入極大産出量が制約曲線の外側

にある場合の収入極大化問題と同じである。その場合も mを最低限度のマ

ージン比率とするなら mの制約下の利潤極大と同じ結論になる。

このようにみてくると，売上マージン比率を制約条件とする場合は，要素

結合比率も最適な組み合わせを選択することになる。その意、味で，売上マー

ジンの比率を規制する場合は，利潤率を規制する場合にぐらべて要素投入比

率のゆがみをむたらさないという意、味でいっそう望ましいということにな

る。しかしこの場合も，規制するマージンの比率の妥当性について確かな基



価格，利潤率の直接規制と企業行動およびその厚生効果小林 43 (369) 

準といラものがないという欠点がある。しかし少なくともはっきりいえるこ

とは，企業が利潤極大を目標にしている場合には，他の規制を付加すること

なしに制約下の最適点E(=F)が選ばれることになる。

以上みてきたように， Wが与えられている場合，マージンの比率を規

制する方が，利潤率を規制する場合にくらべて，より望ましい結果をもたら

すといえる。

29) 価格を規制されているから，仮に独占企業が価格支配力をもっていたにしても，

その支配力を発揮できないという意味で，プライステーカーである。

30) もちろん，需給ギャップがあれば，ふつうは価格の上昇に吸収される。第10図に

ついていえば，企業がqlの生産量を選択し価格がPlで主体的均衡が成立する。

しかし価格をP2に規制されているなら，企業が利潤極大化を目的にする以上，

生産量はq2に抑えられざるをえない。もし競争者の参入を前提にすれば，需要

曲線が左側にシフトする。しかし，本稿で扱うモデノレは，競争者が参入するかわ

りに，企業が設備を増設することで対応している。

31) E点は制約曲線上の利潤極大点であるが，これはちょうど，ザジャックの議論に

おいて， fを制約された利潤極大行動をとる企業が， K川社選択するのと，
相応じている。

10. 公的規制の経済厚生的側面

公的規制を加えた場合の独占企業の均衡は，パレートの意味で、の最適状態

からのゴjE離をもたらす，ということがアバーチとジョンソンの結論であっ

た。しかし，この場合完全競争市場に制限を加えるのではなく，独占企業に

対する規制であった。したがってもともと最適からのずれがあるわけであっ

て，それに規制を加えた結果，個々の企業の適応の仕方からみれば，非効率

的な要素結合比率がもたらされるということはあっても，国民経済全体から

みると，改善になっているかもしれなし、。すなわちし、し、かえると，個々の企

業にとっては費用を最小にしないという意味で最適ではなくなるが，生産量

の増大によって，社会的効用は増すかもしれないのである。そこで，問題は
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コスト増大の不効用と生産量増大の効用の比較ということになる。

この問題を明らかにしたのが，シェシンスキーである。以下シェシンスキ

ーの議論を跡づけながら，この問題を検討しよう。記号はこれまでどおりと

する。総費用をCとすると，

C=iK+wL 

利潤の制約はPq-sK-wL<Oであるが，等号の場合をとってlI=sKとする。

(10ー 1) Pq -sK-wL= 0 

この式を sに関して微分すると，

(10ー 2) dP" r dq dK ， dq dL" v dK 
CP+q一一一) (一一一一一十一一一一)-K-sゴアdq / '-dK ds 'dL ds / ~~ ~ d 

n
U
 

L
一s
d
E
 

W
 

(10-1 )式からこれは次のようになる。

dP コ(1 ， dK 
(10-3) CCP+q ~~_) ;;T; -sJ一一一=KdO -' dK ~) ds 

ところで，限界代替率は，O<A<lのもとで

dqjdK_ A ， sーi
一一一一一一一一一一一(一一)<←-dqJdL - w 1-A 

であった。

W
 一一

旦
L

ヘU
弓
U

Pム
一

qA

《

d
三
Uq
 

十P
 

p ， d円
(P+ qヲ計百K< i 

である。かくて， s>i， O<A<lという条件のもとで， (10-3)のCJ内

dP， dO 
つ (P 十 q一一ァ)一二~-s< 0，かくて(10-3 )において K>Oであるから，

'1 dO -' dK 

dK 
ds一<0でなければならなし、。すなわち，利潤の制約sが低くなるほど(き

つくなるほど)Kは増大する。次に sの変化に対する Lの反応は， (P + 

dP， dO _ ， ̂'" ~， _， ~ ， _ _， " _ ~ dP 
q ;~) ;e-w= 0を微分してえられる。さて， 00-3)式の P+ ;~ q 
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限界収入に照応している。

e)P 唱

P+ ~: q=h e)q 日

とする。

2生=Ir"~T~ =fK竺旦=fT.T. 
e)L 山e)K "'" e)U 

e)2q _r 
e)K2ニ lKK

小林

(10-4) dK "， ro  ，r ， dL 
[h' fKfL十hfLKJd五一十〔h'fL2+hfLL〕IJ=O 

45 (371) 

dK 
限界収入が逓減すると仮定する (h'く0)と， [h' fL 2 + hfLLJ < 0 ，一一<0，

dS 

であるから，

(10-5 ) 

もし第 1の〔 〕が正なら，

h'fKfL+hhL> 0 

dL 
ds一<0

である。かくて，規制がきっくなるほど，

ど，投入も産出も増加する。

いいかえれば sが小さくなるほ

dK "'-f'o dL" A dq 
-15->O ， ds>O ，-lζ>0 

K， L， qが規制のもとで増大することは， すでにスタイン・ボーツの議論

の中で明らかにされているが， シェシンスキーのこの議論は， より厳密であ

る。では， このことが厚生的にどのような意味をもつであろうか。

単純化のために経済が完全に同質的な個人から成るとし，所得分配に関す

る問題はないとする。社会的効用あるいは厚生は次のように示される。

(10-6) U=U(q，K，L) 

産出量qの限界効用はプラスである。 (Uq>0)一方， 資本と労働の限界効
用はマイナス，

Uk<O， UL<O 

sの変化にともなう効用の変化は次のようになる。

(10-7 ) 
dU T T /r  dK r dL， T T dK T T dL 
寸一一=Uq(fl一一+f一一一)+Uk一一一十UL一一-ds -u y. ¥.lKe:rs-T lL ds 

消費者が効用を極大化するための 1階の条件は，

(10-8 ) 
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である。これを(10-7)式に代入すると次の式をうる。

dU Ua "，，' • ， dK~ ， ， dL 
一一=ーと〔例区一 i) ~了 +Pfr， -w) 一一一〕ds P c v .，. ~ / d (10-9) 

そこで規制がなかった場合の利潤率の動きによるUの動向をみよう。 s s 

0=0) sは規制が有効でなくなる独占利潤率の水準である。 この点で s

の変化がUを増大させるか減少させるかを検討する。利潤極大の 1階の条件

t土，

(P+P'f)fK-i -A [(P+P'f)fK-s]= 0 

(P十P'f)fL-w-A [(P+P'f)fL-w] = 0 

であったが，規制がない場令はA=Oである。 したがって，
PfK一 i= -P'ffK 

PfL-w=-P'ffL 

これを(10-9)に代入すると，

(10-10) 
dU Uq ~" "dK ， dL ci; = - ~p" Pi (fK ci;'十fL ci;) < 0 

したがって，規制が有効でなくなる水準 sから sが減少するにつれて，常に

効用は増大する。それ故， 公正利潤率の基準による規制は常に有益である。

では，最適な規制の程度はどのような水準か。

大の条件は(10-10)式をゼロにする点である。

(10-11) 

あるいは，

(10ー12)

jJL=主主〔P3fjF]=O 

p dq-dC 
一一ds ds 

iくsくsの範囲で， U極

Cは総費用である。 sが低下するにつれて，産出量とコストは上昇する。す

でにみたように， コストの増加は産出量の増加によっても，非効率的な要素

の結合によっても生ず、る。したがって，産出量の増加額がそれに応ずるコス

トの増加を上回わる限り， 5を低下させるのが望ましし、。最適点において，

産出額の変化はコストの変化に等しくなる。 (10-12)は(10-13)のようにお
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きヵ、えることがで、きる。

dC 
(10-13) P = 

dq 

47 (373) 

dC 
これは通常の限界費用=価格としづ最適条件と似ている。しかし， は要

dq 

素の投入比率が最小コストをもたらすような配分比率のもとでもたらされた

ものではなし、。図において， MCは規制を受けない場合の限界費用曲線であ

る。 ARは平均収入曲線， MRは限界収入曲線である。規制を受けない独占

の産出量はMR=MCのもとで、qoである。 Sが低下するにつれて， EE出量と

dC 
コストは上昇するが，産出量単位当りのコストの上昇は一ーで示される。

dq 

P 

号。 ~I ~z 

第18図

JV1c 

AR 

? 

dC 
これは最小コストの要素結合のもとでのMCより高し、。 sの最適水準は一一

dq 

と需要曲線の交点で決まる。産出量はqlで， これは常に qoより高いが， パ

レート最適の産出量むよりは低い。最善ではないが次善ではある。

ところで、qdJ';qoとq2の聞のどのあたりに位置するかは， AR曲線を与える

dC _ ~~，_ ".~_ 
と，もっぱら， d干の勾配に依存する。 C=iK+wLで、あり， この勾配は，
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dC _~M，，_h-."'-'，，_ d2C 
要素結合比率の非効率性の度合いに依存する。 dqの接線の勾配は dq2で

dC 
ある。これが大であるほど，産出量の増加は小さい。百五ーに対して逆に一干

曲線が描けるが，これとAC曲線との違いは，前者において固定費の変化を

C _ . ~ ，_，~ _.，' dC 
含んでいることである。もし，←ーをACvこ近づけ，ゴ7をMCvこ近づけて，q ~-- -. ~ .，. d叶

利潤率を規制することが可能ならば，いっそう改善になる。それはおそら

し規制に対して企業がKで調整するのではなく， Lの増加によっても調整

するように仕向けることであろう。いい此れば，そを最適な(壬)*に

dC 

d.U' 

Ac 

第19図

dC " K 守 K近づけることであり，一ーはーーか(一~~ )*より大になるほど急勾配になdq ，~ L ，- ， L 

L したがって，15を増大させないために，規常川の増加のみでなく，
Lの増加にも吸収されるように誘導しなければならなし、。

ところで， Kの増加のみならずLの増加に吸収されるということは，一人

当り賃金を規制することによって労働量を増加させるインセンティブを与え
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るということになる。この場合には若干の前提が必要である。超過利潤の一

部がボーナスのかたちで労働者に支払われ，一部は内部留保に向けられると

する。事後的な一人当り賃金俸給に規制を加え，他方超過利潤にも規制を加

えるということによって，最適な資本労働比率に接近させることができるだ

ろう。この場合，考え方の手がかりとして，ザジャックが行なった賃金規制

のケースを応用することができる。賃金規制の場合，オリジナノレなアパーチ

・ジョンソンモデ‘ルの逆のケースになる。したがって，両方の前提を組み合

わせることによって，最適な(コストミニマムをもたらすような〉資本労働

比率に接近させることが可能になるであろう。

32) E. Sheshinski， "Welfare Aspects of a Regulatory Constraint，" The American 

Economic Review， March， 1971. 

33) Sheshinski， ibid. p. 177 

34) 通常，厚生経済学の基本定理と呼ばれているものである。

11. 利潤率規制と企業規模との関係

これまでの議論で明らかなことは，公正利潤率を基準にして規制を加えた

場合，資本が過剰になるが，公正利潤率を低下させるほど資本はいっそう増

大し，それだけいっそう資本労働比率が非効率的な組み合わせになる，とい

うことであった。ところで，この場合公正利潤率は，企業の規模の如何にか

かわらず¥一定に決められることになっている。これに対して，もし sを資

本規模の変化に応じて変えていったらどうなるか。この点について sを一定

とせず， Kの変化とともに漸次変化させることによって，非効率を軽減する

方法を考えたのはグレボリックである。

アバーチとジョンソンの議論では，インプットが変化するにもかかわら

ず，資本単位当りの純利潤は(sーi)で、あった。しかし資本の限界収入生産物

dP コn
(P+qIE〉3誌は資本投入の増加とともに逓減する。資本投下につれ

て，極大許容可能な利潤率が変化するなら，非効率の効果はかわるだろう。



51} (376) 経済学研究第23巻第3号

したがって，公正な利潤率 equitablerate of returnは，クレボリッグによ

れば，資本蓄積がはじまるや資本蓄積の減少関数となるか，あるいは，ある

点をこえてから，低下をはじめる。そこでこの問題にとって基本的な点は，

極大許容利潤率 maximumallowable rate of returnすなわち sは，資本量

の増加とともに低下するということである。クレボリックは公正利潤率のか

わりに段階的公正利潤率 graduated-fair-rateof return criterionを用い

る。これは単純化のため出発点から，変化するとし，出発点のKの水準をゼ

ロとする。

Pa-wL 
アパーチ・ジョンソンモデ、ノレにおける制約条件式は， -1k一一三sであっ

た。ここでグレボリックは sのかわりにこれをKの関数とし，

Pa-wL 
(11-1 ) c':_'i K一三 s(K) 

又は，

Pq-Ks(K)-wL豆 O

とする。 s(K)は資本規模Kiこ関する連続的な関数である。 K>Oに関して

s'(K)<O 。

独占的企業は(11-1)の制約条件のもとで

ll=PqーiK-wL

を極大化する。

(11-2)ψ(K， L，甲)=Pq一iK-wL-ll(Pq-Ks(K) -wL) 

別主ラグランジュ乗数である。

最適な KO，LO，1l0のもとで、の利潤極大のためのキューンタッカーの必要条

件は次のように示される。

dP '¥ dq 
(11-3) ( 1 -1l0)(P+ q一一) ~;:;. -i+1l0(s (KO) +Kos' (KO)]三 Odq / dK 

KO二三O

(11-4) (1-M+qiL〉詰ー(1一川三O
LO;:三O



(11-5 ) 

(11-6) 
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dP， ()q 
KO {(1寸。)(刊 d~) ;K -i十州KO)

+Kos' (KO)] } = 0 

LOわ(ω1一可州O勺吠)(刊旦〉 2並1一(ω1一可f川。dq -' ()L 

(11-7) 7)O(Pq-Ks(K)-wL)= 0， 7)0と O

51 (377) 

制約が有効であるのは7)0>0の場合である。も L7)O=0なら，厳密な不等
式が(11-1)においてえられ， Pq-wL<Ks(K)となる。 17=Pq-iK-wL

であるから，このことは， 17 +iK<Ks(K)あるいは17<[s(K)一i]Kを意味

する。

規制が有効である場合についてみると， (11:--4)と(11-6)は次の (11-

8 )をもたらす。

dP， d口
(11-8 )w=(P+q一一〉 -L

dq -' dL 

労働は限界収入が限界費用と等しくなるまで用いられる。 (11-3)と(11-

5 )の条件はKO>Oのもとで，次のことを示している。

dP コ円
(11-g) i -1jO[s(KO)斗KOs'(KO)]=(1-1j0) (P+qーァ〉ーユー

da -' ()K 

これは次のように書ける。

(11-10) 
ハ 'I"VO，:~ _ I"D ， ~ dP， ()q 

1一一一11一[s(KO)+Kos' (KO)一i]=(P+q':;~) 一一
よーヴ dq -' ()K 

[ ]の中のs(KO)+Kos' (KO)は最適産出量のもとで， Ks(K)をKに関して

微分した値で、ある。これは限界資本収益率である。明らかに equitablerate 

of return は， Kのある水準でこの恨界収入が資本コスト 1と等しくな

るように与えられる。すなわち[ ]内がゼロになる。したがって

dP， ()円
(P+q一一一)一二しとなる しかしそれは1j0=1のケースである。結局規制にdq -' ()K '--' '" '0> 0 ー

したがう企業行動を問題にする限りザ<1のケースを扱うことになる。
o <1j0< 1の場合に規制が有効になる。そうすると限界資本収益率は常
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に資本コストをヒ回る。かくて， (11-10)式の第2項は，

(11-11) ---'!L了 [s(KO)+Kos'(K)-i J 
よーヴ

となり，正である。これは一定の公正利潤率(constant-fair-rate-of-return) 

の規制の場合のように，

dP コ円
(11-12) i > (P + q一一〉 JLdq / ()K 

となる。資本は非効率的に利用され，その限界価値生産物は限界襲用以下に

なる。しかし，段階的公正利潤率の場合は，一定の公正利潤率の場合より，

その水準を適当に設定すれば非効率性の程度は小さし、。いま，二つの規制

(一定の公正利潤率と段階的公正利潤率〉 同じ程度に有効である場合を考

える。それは， }. =ザ。の場合である。等しい公正利潤率のもとでは， 段階

的公正利潤率基準の方が，一定の公正利潤率よりも効率的である。 s=s(KO)

において， s-i > s (KO) +Kos' (KO)ー iである。なぜなら， これまでの

議論で明らかなように， s' (KO) < 0， KO> 0だから， KOs' (KO)< 0であ

る。

かくて，

ヲザ、O

一一一一(s-i )>~[s(KO) 十 KOs'(KO)-i J 
1-}" -"1ーヴー

(11-10)と、アパーチ・ジョンソンのケースとを比較すると、段階的公正利潤

率基準のほうがは資本の限界価値生産物にいっそう近いことがわかる。

段階的公正利潤率基準のもとでは要素の限界代替率は次のようになる。

(11-13) 
()L r;o 〆s(KO)+Kos' (KO)一i¥
一一一一一一一一一.()K w 1一方。¥ W ノ

(11-13)を i/wで割ると，

(11ー14)
。， s(KO) +Kos' (KO)一 i、

E=  1一一一一ース(一一一 〕i一万》¥ l ノ

となる。これは一定の公正利潤率基準と対照的である。

もう一度， }. = r;o， S = s (KO)というケースで比較してみよう。 s'(K) 

<0であるということは，段階的公正利潤率のもとで要素の投入比率はいつ
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そう効率的であることを意味する。 Eは段階的公正利潤率基準の場合，いっ

そう lに近い。

このようにしてクレボリックは，公正利潤率基準にかわって段階的公正利

潤率基準の方が，非効率性を弱めるという意、味でより望ましいものとして提

案する。しかし，この議論には欠陥がある。クレボリックは段階的公正利潤

率を設定する場合，公益事業を規制する当局のスタップの注意深い計画が必

要であること，それは必ずしも厚生基準によって判断されるような最適な投

入比率をもたらさないことなどを指摘する。

しかし，クレボリックの段階的公正利潤率基準の興味深い点は， s' (K)< 

Oとし、う仮定である。 Kが大になるにつれ(規模が大になるにつれ〉規制さ

れる利潤率は低下する，ということは規制が強まることを意味する。規模に

応じて規制される利潤率の水準を明示しておくことによって，独占的企業は

規模の拡大に対しでも抑制を与えられることになる。ただこれは，課税にお

ける累進税率と同じように最適な比率というものが見出しにくいという欠点

がある。しかし，ともか《も，直接規制によって厚生的効果を改善すること

の一つの基準を示しているということができるであろう。

しかしながら，クレボリックの graduated-fair-ra te-of-returnに対して，

別な観点からの批判がある。すなわち，この議論はアパーチ・ジョンソンの

効果が資本過剰をもたらすとし寸前提のもとで意味をもつのであり，逆に，

独占企業が過剰投資を行なわず，むしろ投資を制限する傾向にある場合に

は，逆効果になるからである。ヵーンは，独占において，完全に有効な規制

が欠けている場合には，逆の傾向をもたらす，という。すなわち，独占にお

いては，限界収入<平均収入とLヴ状態になるから，過剰投資というよりは

過少投資をもたらす傾向がある，というのである O これは独占による制限的

傾向 tendencyof monopolistic restrictionである。

この場合，アバーチ・ジョンソンのように，設備の増加によって調整しよ

うとする企業行動は，独占の制限的傾向と逆方向に作用するわけであるが，

グレボリックのように規模の増大とともに利潤率の規制を強くして行く方向
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さととるたら，かえってますます「制限的傾向!が強まるだろう，というわけ

る。

カ… γの批判の妥当性については，ここでは関わないとして，一般的に独

占的金築が輩出量な制限して綴絡を維持したりうあるいは投資会持議したり

るか，あるいはj誌に設備を増設して資本烈1]1関率を低下させながら，産出撃

をピ拡大しようとするかは，需要の毅;向や，潜校出競争殺との関係に依存する

だろう。しかし，これま℃、とりあげてきた議論の競聞では，稽要関数のシフ

トの問題は扱っていなし、。さらに，オヲジナノレなアパーチ・ジョンソ γモデ

ノレは，公議事業を;念、頭にL、れているので参入の可能訟もないわけである。も

し，潜在的競争者"の参入の可能性があるとしたならば，既存企業の制限的傾

向が強まるほど参入の可能性も議室るわけであって，参入を盟止しようとす

他に参入障壁がない絞り，金策はあるでし、ど設備の増設で対司会ざる

をえなし、。この場合，剥潤本の規制Jは，参入を甑11:しうる羅絡の水壌が正常

利潤を保言まする競争的価格を上罷っている場合にはじめてなざれる。そうで

なければ規制を加える慈味がなくなるし，もし参入の可能性が充分強くて，

参入阻止価格が競争欄格とほとんど等しいならば，規制の必要もなくなるの

であるo

したがって，実際的に考えるならば，特に規制をど加える必繋があるのは，

参入の可能性が，全くないような電力 2 ガス

拡張するか許認可制肢が撤廃きれなし、かぎりほとんど参入が不可能に近い私

ような場合である。もし，規制の対象を一般的にひろげるなら，その他

く独占的であるようなものに限られてこよう。

そうなると，そのような独占部あるいは高震に議出前な産業では，もともと

生産調節が仔なわれやすく，商科糟率になるのカーンのいう f昔話~I浪的傾向j

がまさに恕こりやすい分野である。もし競争の欠揺が生産設備の拡張を遅れ

もつならばj 規制によるアバーチ・ジョンソンの第ミ5の効界

な資本投下〉は，この{頃;匂を拐殺するように作尼ずるであろう。しか

し，実際には，第2の効界，すなわも，々とカンドマーケットへの進出が鱒く
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ことが考えられる。わが国における私鉄のように，デパートや不動産業を兼

ねるのがその例であり，これは，外部経済の内部化の最も適当な例である

が，私鉄以外にもそのような例は多いであろう。特に外部経済が自己の産業

活動に付随して生ずるような場合には，関連して発生したセカンドマーケッ

トへの進出が生ずる。この場合，セカンドマーケットでは，損失をこうむっ

てもよいのであるから，進出は積極的であろう。このような場合，企業の規

模が大きくたるほど利潤率の規制がきびしくなるようなクレボリックのケー

スで，企業が他市場への進出で対応するか，あるいは需要増に対して規模の

拡張を抑制するかは，他市場の拡張の可能性に依存するだろう。セカンドマ

ーケットが，外部経済の内部化の意味をもっていたり，あるいは関連市場と

しての意味をもっているならば，いっそうセカンドマーケットへ進出する可

能性が強い。

クレボリックの段階的公正利潤率基準が，実際上困難な問題を含むのは，

たとえば，法人税に関しても，累進税率がむづかしいということにもあらわ

れている。利潤率自体は，規模によってそれほど大きい差はないのであっ

て，規制を行なう範囲はきわめて限られたものにしかなりえないであろう。

35) A. K. Klevorick. "The Graduated Fair Return A Regulatory Proposal，" 

The American Economic Review， ]une. 1966. 

36) A. F. Kahn The Graduated Fair Return Comment. The Ameriean Eco-. 

nomic R巴view，March， 1968. 

37) Kahfl. ibid. pp. 170-171. 

要約と一応の結論

本稿の主要な課題は，公益事業あるいは参入を強く制約され士市場におけ

る独占企業の価格や利潤率に直接規制を加えた場合，そーれに対応hして企業が

どのような行動に出るか，その結果もたらされる市場成果は，告1)約を受けな

い場合にくらべて改善されているかどうかということである。
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この問題について最初に分析検討したのはアパーチとジョンソンである。

アパーチとジョンソンの結論は次の二つである。1)矛IJl閏率の規制を受けた企

業は，それでも利潤量を極大にしようとする結果，最適な要素投入比率にく

らべて過大な資本集約度を採用する。したがって，コストを最小にしないと

いう意味で効率性は悪化する。 2)利潤率の規制jは市場ごとでなく，その企業

のトータノレの利潤率に対してなされるから，規制を受けた企業は， トータル

の利潤率が規制の範囲におさまるまで，損失を承知で他の市場へ進出する。

この第2の結論は，特に多角化する独占的大企業の行動を説明するのに応

用できる。たとえばわが国の私鉄のように，本業は鉄道とし、う公益事業であ

って著しい高利潤に対しては世論の批判も強い上に，何年に一度かの割合で

価格を引上げ、るに際して，引上げの口実がなくなるという場合，関連する他

部門へ積極的に進出することになる。

ザジャックは，アバーチ・ジョンソンモデ、ノレを幾何学的手法によってより

明快に示したがここで注意を要することは，通常の短期のU字型費用曲線と

需要曲線を用いて利潤極大を説明する議論と違って，この場合は，資本，労

働ともに可変的要素として扱われており，需要関数が与えられていて，産出

量，費用，利潤，すべてが資本と労働の関数で示されている点である。した

がって問題は利潤極大をもたらす資本と労働の組み合わせを求めることにあ

るわけであるが，その組み合わせは，利潤への制約によって選択できなし、。

その結果， fljlJ約条件下で、の利潤極大を求めるわけであるが，それがコストミ

ニマムな有効経路からずれることを明らかにするのがザジャックの論点であ

る。

ザジャックの手法は，他の場合にも応用できる。すなわち，たとえば企業

の行動目標が利潤極大ではなく，株主の収益率極大にあったとした場合，利

潤率の規制を受けた企業はどう行動するかというような問題に対してであ

る。この場合は，結局企業の行動目標は，資本収益率極大と同じことになる。

そうすると，制約された利潤率sをもたらすすべてのK， Lの組み合わせが

選択可能であるから，ユニークな解を得るには，これに付け加えられるべき
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他の制約が必要である。妥当な仮定としては産出量極大か，コスト最小で、あ

る。コスト極小の場合・は，当然最適なK， Lの組み合わせである有効経路上

で sの利潤率をもたらす点が選ばれるが，産出量極大の場合は sをもた

らす最大の産出量が選ばれる。これは， K， L平面での等量曲線と sの制約

曲線の接点で示されるが，この按線は sK+wL直線である。し、し、かえれば，

等量曲線と sK+wLの接点の軌跡が制約曲線と交わる点を選択する。 sK+

wLはiK+wLよりも急な勾配であるから， その点において資本過少で、あ

る。この結果は興味深い，というのは，この議論は企業行動の目標を産出量

極大や収入極大にあると仮定した場合に，アパーチ・ジョンソンモデルとは

異なる結果を導くからである。

アパーチとジョンソンの結論を，ザジャックはK，L平面を用いて証明し

たが、スタインとボーツは、伝統的な企業の理論で用いられるU字型費用曲線、

を用いて説明する。そこでは，アパーチ・ジョンソンモデノレの論理的帰結と

して，次のことが示される。利潤率の規制を受けながら，企業が利潤極大化

行動をとった場合に， 1)設備の規模は増大する。 2)産出量は増大し価格は低

下する。 3)選択された生産水準で短期平均費用は長期平均費用を上回る。こ

のことは選ばれた生産水準のもとで要素投入比率が最適な結合比率からずれ

ていることを意味する。 4)資本労働比率は効率的生産の条件にくらべて高過

ぎる。

これらの命題はU字型費用曲線の議論から導くことができることを，スタ

インとボーツは示した。ここで一つ興味深いことが指摘される。それは独占

企業の超過利潤が消滅する過程が，伝統的理論では，たとえばチェンパリン

のように参入によって需要曲線が左へシフトして平均費用曲線と接すること

で示されたが，アパーチ・ジョンソンモデ、ルのスタインボーツによる展開で

は，需要曲線は与えておいて，設備の増加によって平均費用曲線が右へ、ンブ

トすることになる。この二つのケースは対称的である。しかLこの場合一つ

の問題になることは，長期とか短期の扱いの問題である。なるほど，参入の

ない独占産業において超過利潤が抑制されるとすれば，参入による他企業の
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設備の増大のかわりに，独占企業自身による設備の増大が必要になってくる

わけで、，そのような設備増大が，利潤率に対する公的規制によってもたらさ

れる，とL、う理問になっている。しかし，設備の増設を長期の問題と考える

なら，需要曲線の右シフトも考えられる。もっともこの点は単純化のために

省略していると考えても差支えはないの

公的な規制によってであれ，企業の戦略としてであれ，企業が超過利潤を

減少させる仕方は，アパーチ・ジョンソンモデノレのようなケースのみではな

く種々にありうる。アパーチ・ジョンソンモデルで、は設備の増加によって利

潤率を低下させた。これは資本ストックをも可変的生産要素のように扱って

いるのであるが，資本ストックを固定的要素とし(産出量の変化で調整する

通常の企業の理論でも，矛IJ潤極大原理を児棄するなら，超過利潤を減少させ

る議論は容易になされうる。ボーモルは利潤極大化にかわって収入極大化行

動を仮定Ltこが，それは利潤極大化にくらべて価格の低下と産出量の増大を

もたらす。他方，ウィリアムスンは，超過利潤を経営者報酬の増大やボーナ

スの増大によって吸収するモデルを示す。ボーモノレの議論は，産出量極大化

の議論にも応用されるが，これは需要の弾力性如何によっては，より大なる

価格の低下と産出量の増大をもたらしうる。その意味でアパーチ・ジョンソ

γモデノレのケースよりも厚生効果としては望ましL、。カフォグリスは，この

ような比較によって，ボーモノレ仮説の厚生効果の上で、の優位性を示すが，し

かし，ここで注意しなければならないことは，ボーモル仮説において制約条

件は，自発的であるのに対し，アパーチ・ジョンソンモデ、ノレで、は，外から規

制を加えられているのである。公的な規制が規制としての意味をもつのは，

個別企業にとっての達成すべき目標に対する規制である。

カブォグリスは，収入最大化をめざす企業は，セカンドマーケットへ進出

することなし~;:.:，、同一市場で生産の拡大を実現することを示しているが，し

か七工もL企業が持定市場でのマナケッートシ、ェ、アーの拡太を目標Eこしている

のだとしたなら，当該市場=で、の価格低下と産出量増大を実現するであろう

が，収入最大化を目標にした企業は，セカンドマーケットへ進出する可能性
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を十分にもちうるのである。したがって，ボーモノレモデ、ルとアノミーチ・ジョ

ンソンモデ、ルは，同じレベノレで、は比較しえないが，企業行動の多様なタイプ

を比較検討する上では，たしかにきわめて興味深い問題を含んでいるつ

もし公的規制が利潤に対してでなく，販売価格に対してなされるならば，

独占企業は，規制された価格の範囲内で、じか生産量の調節によって価格を動

かすことができないから，矛IJ潤極大を目標にした企業は，結局，規制された

価格に適応することになる。そのことは，独占企業もプライステーカーとし

て行動することを意味する。しかるに，買手の需要態度はかわらないから，

独占企業が直面する需要曲線は同じである。このことから，価格の規制の仕

方によっては，需給ギャップが価格変化によっても，生産量の変化によって

も解消されないことが生ずる。したがって，公的規制当局の価格設定の技術

的困難住がある。

価格が競争価格と等しい水準に規制されるならば，しかも，その価格での

需要量をちょうど、みたすだけ生産が行なわれるなら最適であるが，そのよう

な規制が果して企業に投資意欲をもたらすかどうか疑問であるρ 完全競争の

長期均衡は，競争の結果もたらされるのであって，最初から価格がそのよう

な水準にあることを必ずしも意味しなし、。最初から価格が平均費用の最低水

準と等しい水準に据えおかれるなら，経済活動はむしろ停滞するかもしれな

いのである。そこで，超過利潤をある程度許容する水準に価格を設定する。

とすると，その価格の規制の基準が問題になるのであり，それは結局なんら

かの公正利潤率といったものを基準にせざるをえないことになるO

利潤率ではなくマークアップレートあるいは，売上マージンの比率を規制

するということも考えられる。要素価格が与えられていると仮定し，企業が

利潤極大化を目標にするとした場合，価格一費用マージンの比率を規制する

と，規制された範囲内で最適な要素投入比率を選択する。企業が収入極大化

を目標にしている場合、も同様にz もしそれ以アにでげではならな介マプジ γ

の比率を規制すると，来IJ潤極大の場合と同じように最適な選択がなされる。

その意味では，マージンの比率を規制するほうがより望ましいであろう。
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アパーチ・ジョンソンモテ、ノレは，公的規制を加えた場合の独占企業の均衡

は，最適状態からのゴ]6離をもたらすということであったが，それは，非効率

的な要素結合比率の選択によってコストを最小にしないということであっ

た。他方，価格の低下と生産量の増大がもたらされることも明らかにされた

わけで，問題は，コスト増大の不効用と生産量増大の効用の比較ということ

になる。シェシンスキーは，この問題をとりあげたが，公正利潤率sがきっ

くなるほど，資本，労働，産出量ともに増大することを示した。そこで，経

済が完全に同質的な個人から成るとし、う単純化の仮定をおき，社会的効用U

dU 
をU=U(q，K， L)として ds一=0になる場合，すなわちUが極大になる

dq d~ -r;， -k '"L _ マー

場合の条件を求めると， Pd~ =d~一てある」とか万三された。 Cは総費用で

dC 
ある。これは P=百証ーとおきかえることができる。一見すると，それは限

界費用=価格という条件に似ているが， C=iK+wLであって， Kも可変的

dC 
である。したがって百子は，設備費の変化も含めた限界費用ともいうべきも

ので，それが平均収入と一致する生産水準において効用極大であり，規制が

ない場合の独占の産出量よりは多く，限界費用=価格とし寸ノ4レート最適を

もたらす産出量よりは低し、。これがシェシンスキーの結論である。

ところで，規制を加えた場合の生産水準が独占の主体的均衡産出量と，パ

dC 
レート最適の産出量の聞のど、の水準に位置するかは， もつばら百五ーの勾配

に依存する。これは結局のところ，資本過剰になることによって引きおこさ

れる非効率性の度合いに依存する。ところでもし sを iにいっそう近づけ

dC 
るとますます非効率性の度ムいは増し 一一曲線は急勾配になる結果， 産口， dq 

出量の増加にともなーう厚生の改善は乏しくなる。非効率性の度合いは，資本

集約度KjLの最適な資本集約度(KjL)吋ミらのずれに依存する。 したがって

KjLを増大させないために，規制がKの増加だけでなく， Lの増加にも吸収
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されるように誘導することが政策的課題として出されるであろう。

政策的提言につながるもう一つの問題は，公正利潤率を規模が大になるほ

ど低くする(強い規制にする〉ことによって，資本の過大化領向をチェック

するということである。

グレボリックは，アパーチ・ジョンソンの一定の公正利潤率という考え方

に対し， Kが大になるにつれて sを小さくして行く場合を考え，その結果，

資本過剰の傾向をあるていど抑制できることを示した。すなわち， 制約式

Pq-wL ア Pq-wL
一一豆一一三三sのかわりに，一一瓦一一三 s(K)を用いるο そして， K>Oに関

して， s'(K)<Oである。これを段階的公王利潤率基準と名付けているが，

それは一定の公正利潤率の場合よりも，非効率性の度合いは小さい。

グレボリックのこの議論は，実際的な政策の見地からいって興味深し、。こ

れは規模に応じて規制する利潤率の水準を変えるということでもあり，独占

企業の規模の拡大に対して制約を加えることになる。これは法人税の累進課

税案にも似ていて興味深い。

クレボリッグのこの議論に対しては，たとえばカーンによる批判がある。

独占企業が生産制限と価格の維持を行なう傾向にある場合には，規模に応じ

て利潤率の規制をきびしくして行くやり方は，かえって独占企業の制限的傾

向を強めるというのである。しかし，議論をもしそこまで拡張するなら，需

要曲線のシフトや潜在的競争者の参入の可能性についても議論しなければな

らないだろう。もともとアパーチ・ジョンソンモデノレは，参入の可能性が全

くないような独占について考えたものであった。しかし議論をもっと一般化

して，一般的な独占企業の行動と厚生効果の問題を展開するならば，アバー

チ・ジョンソンモデ、ノレもクレボリックの議論も，またシェシンスキーの議論

も，それぞれ有意味で、興味深い内容を含んでいるということができる。

残された問題

公的規制の対象が参入の可能性のない独占企業である場合は，規制を加え
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ることによって，当該企業にとっては最適資本集約度からのずれがあるとい

う意味でコストl増大をもたらすが，他方，独占の制限的傾向一一生産制限と

高価格一ーに対して反対に作用する役割を果し，結果的に経済厚生上の改善

をもたらすことが明らかにされた。そこで問題は，規制を加えることによっ

て最適資本集約度からのずれがあるにしても，そのずれをできるだけ小さく

することである。

この問題に対する答えは，利潤率のかわりにマークアップレートあるいは

売上マージン比率を規制した場合の効果を論ずる際に示唆を与えられてい

る。

アパーチ・ジョンソンの場合は，

p円-wI
-LE--三三Oあるし、はPq-sK-wL三三O

の制約条件のもとで

II=Pq-iK-wL 

を最大にするモデルであった。マークアップレート会規制する場合は

Pa-iK-:wL 
1v v 三三mあるいはPq一(1 +m)(iK十wL)三三O

の制約条件のもとで

II =pq -iK-wL 

を最大にする問題を解くことになる。

目的関数は両毛デルにおいて同じであるから，問題は，制約条件の違いで

ある。二つの制約条件式の形式的な類似性と相違に注目して比較してみる

と，マージγ規制の場合は，

Pq一(1+m)iK一(1+m)wL三三O

すなわち各要素価格に(1+m)をかけ合わせたかたちになっている。アバー

チ・ジョシソンのケースでは，完全競争の均衡

Pq-iK-wL= 0 

と比較した場合に iを sにおきかえたかたちで、ある。これに対してマージン

規制の場合はのみならずwについても(1十m)を乗じている。 これは結
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局，山超過所得が利潤のみならず、賃金にも同じ割合で吸収される;と考え，その

吸収率を規制する場合であると考えることができる。すなわち，各要素の限

界価値生産物に等しし、 ，wvこ超過所得率あるいは超過マージシ比率ぜを乗

じた収入が得られるものと仮定し，そのm'をm に規制するという考え方で

ある。これは，超過所得が一部は賃金として，残りは不Ij~聞として分配される

場合，その分配率が，賃金wLと利潤 iKvこ比例しているならば， うまくあて

はまる。これは，利潤，賃金双方の超過分に対して同じ割合句、規制を加える

ということになる。

かくて，マージン比率を規制する方法は，所得政策につながる。ただ，こ

のような議論には若干問題がある。すなわちこのモデルで、は，要素市場は完

全競争的であると仮定している。したがって事後的な賃金と出発点の賃金す

なわち完全競争的な要素市場で決まる賃金を区別しなければならなし、。純利

潤Hは，要素費用を支払った後の残余て、あるが，事後的な賃金上昇分Aw=

m'wは残余ではなく，労使間交渉か企業の経営政策によって決まる。 した

がって規制の方法がそれだけ複雑になるであろう。しかしはっきりしている

ことは，マージン比率mに規制するということは，完全競争市場での要素価

格 1，Wがわかっている場合に，事後的な賃金と利潤の比率が，要素価格比

と等しいように規制した場合に，企業は，効率曲線上の要素投入比率を採用

するということであり，その上でマージン比率を規制することになるO した

がって，このような規制が実効をもつためには，当局は利潤率の規制のみな

らず¥労使聞の賃金決定にまで介入しなければならないことになるのであ

る。

かくて，次のことが今後展開されるべくして残されている。第 1に，出発

点における賃金と，事後的な賃金の関係を明らかにすることである。これ

は，具体的には年度当初の労使交渉による妥結額と，年末あるいは年度末に

おけるボーナス等の妥結額との，それぞれの決定関係であり，後者は多分に

従業員に対する利益配分とし、う性格をもつが，決算上は人件費として計上さ

れる。また，企業が利潤を行動目標にした場合に，その利潤の中に従業員の
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ボーナス等の臨時支出を含めて考えるか，あるいは，ボーナス等は当初から

予想されるコストとして考慮されているか等も検討されねばならなし、。それ

によって，企業の行動様式がかわってこよう。これまでの議論においては特

に，要素投入比率の選択に際してボーナス等を当初から考慮するかどうか，

といったことが問題になる。

第 2v;こ，上述のような関連が明らかにされた上で，最適な資本集約度に接

近させるための賃金および利潤に対する規制をどのようにするかが問題にな

る。資本集約度の選択は，期首であり，臨時支出は期末であるとすれば，期

首における最適な選択と期末における要素価格関係の聞にずれが生じうるか

ら，臨時支出を予想して行動するかもしれなし、これらの関係を明らかにす

ることが今後の課題とされる。
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